は　じ　め　に
Ⅰ　パートタイマーを使用するに当たっての留意点
１　パートタイマーをとりまく環境
　近年、パートタイマー（法規では「短時間労働者」ですが、以下「パートタイマー」といいます｡）を使用する企業は、年々増加する傾向にあります。また、数の増加ばかりでなく、パートタイマーを基幹的かつ不可欠な労働力として位置付けている企業も増えています。
　このように、パートタイマーの重要性が増す一方で、パートタイマーをめぐるさまざまな問題も指摘されています。
　パートタイマーの処遇や労働条件等については、使用者によっては、パートタイマーは労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法等の労働関係法令の適用を受けないという誤った認識を持っていること、雇い入れに際して労働条件が不明確であること、また、労働時間の取扱い等についてパートタイマーの特性を十分に考慮した取扱いがなされているとは言い難い状態が見られること等の問題点が指摘されています。
　このためパートタイマーがその能力を有効に発揮できるように、また、パートタイマーの福祉の増進を図るために、「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律｣（以下「パートタイム労働法」といいます｡）が制定され、平成５年12月１日から施行されました。これを受けて労働省は、同法に基づき同年５月労働大臣告示をもって「事業主が講ずるべき短時間労働者の雇用管理の改善等のための措置に関する指針｣（以下「パートタイム労働指針」といいます｡）を示し、さらに同指針の内容をより明確にするため、平成11年４月に改正を行いました。
　この指針において、事業主はパートタイマーの労働条件の明確化、就業規則の整備、労働時間、年次有給休暇等の労働条件の適正化等が求められています。
　以下に、パートタイム労働法、改正されたパートタイム労働指針の内容に基づき、パートタイマーを使用するに当たって使用者が留意すべき事項等を解説します。
２　パートタイム労働法及びパートタイム労働指針の概要
（１）パートタイマーとは
　パートタイム労働法では「１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の１週間の所定労働時間に比べて短い労働者」を「短時間労働者」と定義しています。
　この定義について、気を付けるべき事項は、次のとおりです。
①　「通常の労働者」とは、いわゆる正社員のことであり、一般に雇用形態、賃金体系等を総合的に勘案して判断される者です。
②　「１週間の労働時間が短い」とは、１週間の所定労働時間が通常の労働者に比べて短いことをいうものです。
（２）パートタイマーの処遇及び労働条件等について考慮すべき事項
①　労働基準法等の適用
　パートタイマーについても、労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法等が適用されますが、一部にはこれらの保護法令が適用されないのではないかという誤った認識があることから、確認の意味でパートタイム労働指針においては、パートタイマーについて、これらの労働者保護法令が適用されることを明記しています。
②　パートタイム労働指針のポイント
　パートタイム労働指針は、パートタイマーの適正な労働条件の確保と雇用管理の改善に関して、事業主が講じなければならない措置をわかりやすく定めたものです。
　パートタイム労働指針のポイントは、次のとおりです。
ア　労働条件は、文書を交付することによって明示すること。
　労働契約の締結に際しては、次の項目に関する事項等を明らかにした文書を交付してください。（モデル様式「労働条件通知書」は参考３をご覧ください。）
　特に、①～⑪に関する事項については、必ず文書で明示しなければなりません。
【明示すべき主な労働条件】
※　必ず文書（労働条件通知書等）を交付して、明示しなければならない事項
①労働契約の期間　②就業の場所　③従事すべき業務　④始業・終業　時刻　⑤所定時間を超える労働の有無　⑥休憩時間　⑦休日　⑧休暇　⑨就業時転換　⑩賃金（⑬を除く。）の決定・計算・支払の方法、賃金の締切り・支払の時期　⑪退職
※　文書（労働条件通知書等）を交付して明示するよう努めなければならない事項
⑫昇給　⑬退職手当、賞与等　⑭休日労働の有無　⑮所定時間を超える労働・休日労働の程度　⑯安全衛生　⑰教育訓練　⑱休職
イ　就業規則を作成・変更するときは、パートタイマーの過半数を代表する者の意見を聴くよう努めること。
　就業規則は、労働者の職種・名称を問わず適用されるものであり、当然、パートタイマーにも適用されるものです。
　パートタイマーに適用される就業規則を作成・変更するときは、事業主は、パートタイマーの過半数を代表すると認められる者の意見を聴くよう努めなければなりません。
　また、パートタイマーの過半数を代表する者に対しては、不利益な取扱いをしてはなりません。
　パートタイマーの過半数を代表する者の要件は、次のとおりです。
①　監督又は管理の地位にある者でないこと。
②　就業規則の作成等についての意見聴取の代表者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等により選出された者であること。
ウ　年次有給休暇を与えること。
　パートタイマーに対しては、労働日数に応じた年次有給休暇を与えなければなりません。
エ　解雇するときは予告をすること。
　パートタイマーに対しても、解雇しようとするときは、30日前に予告するか、30日分の平均賃金を支払わなければなりません。
オ　退職時に証明書を請求したときは、交付すること。
　パートタイマーが、退職に際し、退職事由等について証明書を請求したときは､遅滞なくこれを交付しなければなりません。
カ　健康診断を実施すること。
　パートタイマーに対しても、健康診断を実施しなければなりません。
【実施しなければならない主な健康診断】
①　常時使用するパートタイマーに対する雇入時健康診断、定期健康診断（１年以内ごとに１回）
②　深夜業等に常時従事するパートタイマーに対する健康診断（配置転換時及び６か月以内ごとに１回）
③　一定の有害業務に常時従事するパートタイマーに対する特殊健康診断
キ　妊娠中・出産後のパートタイマーには、特別な措置が必要であること。
　妊娠中及び出産後のパートタイマーに対しては、次の措置をはじめ、必要な措置を講じなければなりません。
【講じなければならない主な措置】
①　産前産後休業
②　育児時間
③　母子保健法に基づく通院時間の確保
④　医師等の指導事項を守れるようにするための勤務時間の短縮、勤務の軽減等
ク　育児休業・介護休業の制度等を講じること｡
　育児・介護を行うパートタイマーに対しては、次の措置を講じなければなりません。
【講じなければならない措置】
　①　育児休業
　②　介護休業
　③　小学校就学前の子を養育する者、家族を介護する者に対する深夜業の制限
　④　１歳未満の子を養育する者、家族を介護する者に対する勤務時間の短縮等
ケ　通常の労働者への応募に関する情報をあらかじめ周知すること。
　事業主は、通常の労働者を募集しようとするときは、あらかじめ、通常の労働者の募集を行うことや、募集の内容についてパートタイマーに周知させるよう努めなければなりません。
　また、現に雇用する同種の業務に従事するパートタイマーに対して、優先的に応募の機会を与えるよう努めなければなりません。
コ　短時間雇用管理者を選任し、その氏名を周知すること。
　事業主は、常時10人以上のパートタイマーを雇用する事業所ごとに、短時間雇用管理者を選任するよう努めなければなりません。
　また、短時間雇用管理者の氏名をパートタイマーに周知させるよう努めなければなりません。
　短時間雇用管理者の業務は、次のとおりです。
（ア）本指針に定める事項をはじめ、パートタイマーの雇用管理の改善等に関する事項について、事業主の指示に基づき必要な措置を検討し、実施すること。
（イ）労働条件等に関し、パートタイマーの相談に応ずること。
Ⅱ　就業規則作成に当たって
１　就業規則の意義
　従業員が安心して働けるような明るい職場を作ることは、事業の大小や種類が違っても、およそ事業主のだれもが望んでいることです。また、従業員に魅力のある職場づくりをすることが、人材確保の観点からも重要です。そのためには就業規則において労働時間や賃金をはじめ、人事・服務規律など従業員の労働条件や待遇の基準をはっきりと定め、労使間においてトラブルが生じないようにしておくことが大切です。
　この数年、わが国の経済社会と雇用情勢にさまざまな変化が起っております。労働法の分野でも、改正が相次いでおります。平成11年４月からは労働基準法の改正法が一部を除いて施行され、年次有給休暇の付与日数増加テンポが早くなり、一方女性の時間外、休日労働、深夜業の規制が解消されました。また、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以下「均等法」といいます。）の改正法も施行されました。こういう時期であるだけに、就業規則の意義はますます高まってきています。
　労働基準法第89条によってパートタイマー等を含め常時10人以上の従業員を使用する事業場では「就業規則」を作ることが義務付けられていますが、上に述べたような就業規則の役割から考えると、従業員10人未満の事業場でも就業規則を作っておくことが望ましいのはいうまでもありません。
２　就業規則の内容
　就業規則を作成する場合には、労働基準法第89条に定められている記載すべき事項をもれなく記載することが必要です。
　また、就業規則は、その内容が法令及び当該事業場に適用される労働協約に反してはなりません。いずれかに反する就業規則は、その部分については無効となります（労働基準法第92条）。特に労働基準法や男女雇用機会均等法において定められている各種の均等待遇の原則には注意が必要です。また、就業規則で懲戒処分の１つとして減給の制裁を定める場合には、労働基準法第91条で減給できる額の限度額が定められていますので注意が必要です。
　就業規則は、職場を規律するルールを定めるものですから、労使ともこれを誠実に守っていくためには、その内容は事業場の実態に合ったものでなければならず、また、だれもが理解しやすいものでなければなりません。
　パートタイマーについては、通常の従業員に適用される就業規則を準用する形としたものが多く見られますが、勤務態様や賃金形態が通常の従業員と異なるパートタイマーには適当でないと思われる場合がありますので、必要に応じパートタイマーの勤務態様等の実態に合うように改めるか、パートタイマーを対象とした独自の就業規則を作成するなどの工夫が必要です。
３　就業規則作成の手続き
　就業規則を作成したり、変更する場合には従業員の代表の意見を聴かなければなりません（労働基準法第90条）。
　この場合の意見を聴く従業員の代表とは、それぞれの事業場ごとにみて、従業員の過半数で組織する労働組合がある場合にはその労働組合、そのような労働組合がない場合には従業員全員の中から監督又は管理の地位にない者で、投票等の方法によって選出された従業員の過半数を代表する者をいいます（労働基準法施行規則第６条の２）。
　パートタイマーに適用される就業規則を作成したり、変更する場合においては、「短時間労働者の過半数を代表すると認められる者の意見を聴くように努めるものとする」（パートタイム労働法第７条、パートタイム労働指針）としており、パートタイマーの意見が十分反映されるように努めることが必要です。
　なお、パートタイマー等を含め常時10人以上の従業員を使用する使用者は、就業規則を作成又は変更した場合には、所轄の労働基準監督署長に届け出なければならないこととされていますが、その際には、従業員代表の意見を記し、その者の署名又は記名押印のある書面（意見書）を添付しなければなりません（労働基準法第89条、第90条）。
４　就業規則の周知
　作成した就業規則は、従業員の一人一人に配付したり、従業員がいつでも見られるように職場の見やすい場所に掲示するとか、備え付ける、あるいは電子媒体に記録し、それを常時確認できる機器を設置するといった方法により、従業員に周知しなければなりません（労働基準法第106条第１項）。
　特に、新たに就業規則を作成したり、その内容を変更したような場合には、その内容がすべての従業員に確実に、かつ速やかに周知されることが必要です。
５　モデル就業規則の活用に当たって
　前記２で述べたとおり、就業規則の内容は職場の実態に合ったものとしなければなりません。
　このモデル就業規則は、パートタイマーを対象とした一般的なモデルです。別冊は、就業規則に必ず定めなければならない事項と最小限必要と思われる規定だけのものであり、同じく必要事項を記入すればよいようになっています。
　したがって、各事業場で就業規則作成に当たって、別冊のモデルを利用する場合は、労働時間、休日、休暇、賃金、退職金制度などその内容を十分検討し、職場の実態に合ったものとするように修正してください。
　別冊のモデルを各事業場に応用する場合の考え方は、このモデル就業規則の各条文ごとの説明に述べてありますので参考にしてください。
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　別冊　パートタイマーモデル就業規則（就業条件の基本事項）
第１章　総　　則
　（目　的）
第１条　１　この規則は、○○会社就業規則第○○条第○項に基づきパートタイマーの労働条件、服務規律その他の就業に関することを定めるものである。
　　　　２　この規定に定めのないことについては、労働基準法（以下「労基法」という。）、最低賃金法、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（以下「パートタイム労働法」という。）及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「育児・介護休業法」という。）その他の関係法令の定めるところによる。
　（定　義）
＜事例１＞
第２条　　この規則においてパートタイマーとは、第２章の定めにより採用された者で１週間の所定勤務時間が正規従業員（以下「社員」という。）より短い者又は１週間、若しくは１か月のうち特定の日のみ勤務する契約により採用された者をいう。
＜事例２＞
第２条　　この規則でパートタイマーとは、第２章の定めにより○○○○、○○○○及び○○○○として採用された者をいう。
　（規則の遵守）
第３条　　会社及びパートタイマーは、この規則を守り、お互いに協力して業務の運営に当たらなければならない。
　総則には、就業規則の目的や適用範囲、各種の定義などを規定するのが一般的です。トラブルが生じないように適用範囲に関することは明確に定めることが特に重要です。
【第１条　目的】
１　就業規則はすべての従業員についての定めをする必要がありますが、パートタイマー等については、勤務の態様等からみて通常の従業員とは別建ての規則を設けたほうが実情に沿い、合理的である場合も少なくありません。そういう場合には、就業規則のうち一定の事項について特別の規定を設けたり、別建ての就業規則とすることができます。
２　別建てといっても同じ就業規則であり、法令上の基準は労基法、パートタイム労働法及び育児・介護休業法などの法令に定められておりますので、就業規則に定めるもののほか、労基法などの定めについて注意を怠らないようにしてください。
３　このパートタイマーモデル就業規則（以下「モデル規則」といいます。）は、別建ての就業規則として作成する場合の例を示したものですが、この場合には本体の就業規則にこの別建ての就業規則との関係、すなわちパートタイマーにはパートタイマー就業規則が適用されることを明らかにする必要があります。
　　参考までにその例を示します。
	 【参　考】
 　　第○条　１　この就業規則（以下「規則」という。）は、○○会社に勤務
 　　　　　　　する者の労働条件、服務規律その他の就業に関することを定め
 　　　　　　　るものである。
 　　　　　　２　前項の規定にかかわらず、パートタイマーにはこの規則は適
 　　　　　　　用しない。
 　　　　　　３　パートタイマーに適用する就業規則は、別に定めるものとす
 　　　　　　　る。
	


【第２条　定義】
１　パートタイマーに適用する就業規則を作成する場合には、適用範囲を明確にするための規定を設ける必要があります。
２　このモデル規則では、「パートタイマー」という呼称で統一していますが、実際に就業規則を作成する場合においては、各社で用いている呼称によってください。
３　パートタイム労働法では、「短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の１週間の所定労働時間に比し短い労働者をいう」としています。
【第３条　規則の遵守】
１　就業規則は、その文言からすると、内容のほとんどはパートタイマーを含む全従業員（以下「従業員」といいます。）の守るべき義務を定めたもののように見えますが、それらは同時に、これを守るべき義務を会社側に課したものでもありますから、労使ともに相互の権利義務関係の根拠規定として誠実に遵守すべきものであって、その当然のことを念のため明記したものです。
２　個々のパートタイマーとの契約で就業規則の定める基準を下まわる労働条件を契約しても、その部分については無効となります。この場合、無効となった部分は、就業規則で定める基準によります（労基法第93条）。
３　労働組合との間に労働協約が締結されている場合には、就業規則の定めは労働協約の定める基準に反してはなりません（労基法第92条第１項）。
第２章　採用及び労働契約
　（採用手続き）
第４条　　会社は、パートタイマーの採用に当たっては、パートタイマーとして就職を希望する者のうちから選考して採用する。
　（労働契約の期間）
第５条　１　会社は､労働契約の締結に当たって期間の定めをする場合には､１年の範囲内で､契約時に本人の希望を考慮の上各人別に決定し､別紙の労働条件通知書で示すものとする。ただし、必要に応じて契約を更新することができるものとする。
　　　　２　採用の日から◯◯日間は、試用期間とする。
　（労働条件の明示）
第６条　　会社は、パートタイマーの採用に際しては、別紙の労働条件通知書及びこの就業規則の写しを交付して採用時の労働条件を明示するものとする。
　採用、異動等に関する部分では、採用、試用期間、労働条件の明示に関することなどを定めるのが一般的です。
【第４条　採用手続き】
１　採用に当たっては、採用後どういう業務を担当させるか等に対応して、どのような選考のしかたをするか、あらかじめ方針や手続きを決めておき、よい人材を採用できるように募集や選考の方法を工夫しておくことが必要です。なお、採用に当たり、戸籍謄（抄）本及び住民票の写しを提出させることは適当ではなく、「住民票記載事項の証明書」により処理するようにしてください。
　　そのほか、自動車運転免許証など仕事に関連する免許、各種資格について確認する必要がある場合は、確認後速やかに関係書類を返却するようにしてください。
２　採用後においては、雇用保険、社会保険の適用を受ける者については、必要な手続きをとらなければなりません。採用前に被保険者であった者についても、①雇用保険被保険者証、②厚生年金（国民年金）手帳を提出させ、あらためて被保険者としての資格取得をすることが必要です。
３　従業員の募集・採用に当たっては、「女性に対して男性と均等な機会を与えなければならない」とされ、募集・採用において男性のみ、女性のみを対象とすること、男女で異なった取扱いをすることは、差別に当たり禁止されています（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以下「均等法」といいます。）第５条）。
【第５条　労働契約の期間】
１　パートタイマーを採用するに当たっては、①労働契約期間を定める場合と、②労働契約期間を定めない場合があります。
　　労働契約期間を定める場合は、原則として１年（満60歳以上の者を採用する場合は３年）を超えることはできません（労基法第14条）。
２　期間の定めのある労働契約は更新により１年を超える場合もあります。その場合で、労働契約の期間を定める場合には、その期間は１年（満60歳以上のパートタイマーとの契約については３年）を超えない範囲内でできるだけ長くするように努めてください（「事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等のための措置に関する指針」（以下「パート指針」といいます。））。
３　会社は、通常の従業員の採用に際して社外での募集に先立って、現に使用する同種の業務に従事するパートタイマーであって、通常の従業員として雇用されることを希望する者に対し、これに応募する機会を優先的に与えるよう努めてください（パート指針第２の１の（５））。
４　別紙の労働条件通知書は、参考３にあります。
【第６条　労働条件の明示】
１　パートタイマーの採用、すなわち労働契約の締結に当たっては、契約書を作成することは必ずしも必要ありませんが、これからパートタイマーとなる者に対し、契約の中身である賃金、労働時間その他の労働条件をはっきり知っておいてもらうことが必要です。これらの労働条件を明示することは、労基法で義務付けられています（労基法第15条第１項）。
２　労働条件の明示の方法としては、口頭で明示することで足りる事項もありますが、次の事項に関しては、書面を交付して明示することが義務付けられています（労基法第15条第１項、同法施行規則第５条第２項、第３項）。①労働契約の期間、②就業の場所及び従事すべき業務、③始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに交替制における就業時転換、④賃金（退職手当及び臨時に支払われる賃金を除く。以下同じ。）の決定、計算及び支払い方法並びに賃金の締切り及び支払いの時期、⑤退職
　　労働条件をめぐる労使間のトラブルを防止するためには、労働条件を出来るだけ詳しく書面で明示することが望ましいことから、このモデル規則では、賃金、労働時間その他の労働条件が明らかとなる労働条件通知書及び就業規則そのものを交付するという、もっとも間違いのない方法を定めています。
３　パートタイム労働法では、雇入れの際労働時間その他の労働条件に関する文書の交付を求めていますが、参考３の労働条件通知書を労働契約締結時に交付すれば、その義務を果たしたことになります。
　　なお、採用後上記２の労働条件通知書に記載した事項が変わった場合には、変更後の労働条件を記載した労働条件通知書を再度交付するようにした方が無用のトラブル防止の意味からも望ましいでしょう。
第３章　服務規律
　（服　務）
第７条　　パートタイマーは、業務の正常な運営を図るため、会社の指示命令を守り、誠実に職務を遂行するとともに、次の各事項をよく守り、職場の秩序の保持に努めなければならない。
　　　　①　会社の名誉又は信用を傷つける行為をしないこと
　　　　②　会社、取引先の機密を他に漏らさないこと
　　　　③　みだりに遅刻、早退、私用外出及び欠勤をしないこと。やむを得ず遅刻、早退、私用外出及び欠勤をするときは、事前に届け出ること
　　　　④　勤務時間中は、みだりに定められた場所を離れないこと
　　　　⑤　許可なく職務以外の目的で会社の施設、物品等を使用しないこと
　　　　⑥　職務を利用して自己の利益を図り、また、不正な行為を行わないこと
　　　　⑦　性的な言動に対する女性従業員の対応により、当該女性従業員の労働条件について不利益を与えたり、性的な言動により当該女性従業員の就業環境を害さないこと
　（出退勤手続き）
第８条　１　パートタイマーは、出退勤に当たって、各自のタイムカードに、出退勤の時刻を記録しなければならない。
　　　　２　タイムカードは自ら打刻することとし、他人にこれを依頼してはならない。
　服務規律は従業員の勤務態度に大きな影響を持つものですので、わかりやすく、かつ明確に規定することが必要です。
【第７条　服務】
１　本条は、勤務についての具体的な心得を列挙したものですが、ここに定める事項は勤務の実態に応じて必要な限度にとどめるべきことはいうまでもありません。
２　服務規律に違反し職場秩序を乱したときは、後記の第41条及び第42条の制裁を受けることとなります。
３　本条①は、企業外や職場外での職務に関係のない私的な行為により会社の名誉信用を傷つけるような場合も含みます。
４　本条④は、職場離脱に関するものですが、許可のない面会や私用外出による職場離脱も該当します。
５　均等法第21条によって、職場における「セクシュアルハラスメント」を防止するための事業主の配慮が義務付けられ、事業主が配慮すべき事項について「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上配慮すべき事項についての指針」（以下「セクシュアルハラスメント防止指針」といいます。）（平成10年労働省告示第20号）（参考５参照）が定められております。この指針に基づき、職場におけるセクシュアルハラスメント禁止についての企業の方針を明確にし、パートタイマーに周知・啓発するため本条⑦を服務規律として定めたものです。
【第８条　出退勤手続き】
　　労働時間の管理は重要なものですから、パートタイマーに正しく記録するように指導することが必要です。タイムカードを使用していない事業場では、これにかわる記録方法により、時間管理を徹底することが必要です。
第４章　労働時間、休憩及び休日
　（労働時間及び休憩時間）
＜事例１＞
第９条　１　始業及び終業の時刻並びに休憩時間は、次のとおりとする。
　　　　　　始業時刻　　　９時
　　　　　　終業時刻　　　16時
　　　　　　休憩時間　　　12時から13時まで
　　　　２　前項の規定にかかわらず、業務の都合その他やむを得ない事情により始業及び終業の時刻並びに休憩時間を繰り上げ又は繰り下げることがある。
　　　　３　休憩時間は、自由に利用することができる。
＜事例２＞
第９条　１　労働時間は１日６時間以内とし、始業及び終業の時刻並びに休憩時間は次のとおりとし、各人別に定める｡
	勤務
	始業時刻
	終業時刻
	     休憩時間
	

	Ａ班
	 9時30分
	16時15分
	13時15分から14時まで
	

	Ｂ班
	11時30分
	18時15分
	14時15分から15時まで
	

	Ｃ班
	16時00分
	22時00分
	○時  ○分から ○時まで
	


　　　　２　（事例１の２と同じ。）
　　　　３　（事例１の３と同じ。）
＜事例３＞
第９条　１　労働時間は１週32時間以内とし、始業及び終業の時刻並びに休憩時間は、次のとおりとする。
　　　　　　始業時刻　　　８時
　　　　　　終業時刻　　　17時
　　　　　　休憩時間　　　12時から13時まで
　　　　２　勤務すべき日については、次の各班ごとに曜日を特定し、各人別に定める。
　　　　　　Ａ班　　日曜日、火曜日、木曜日、金曜日
　　　　　　Ｂ班　　月曜日、木曜日、金曜日、土曜日
　　　　　　Ｃ班　　日曜日、火曜日、土曜日
　　　　　　Ｄ班　　日曜日、月曜日、火曜日
　　　　　　Ｅ班　　日曜日、金曜日
　　　　　　Ｆ班　　月曜日、土曜日
　　　　３　第１項の規定にかかわらず、業務の都合その他やむを得ない事情により始業及び終業の時刻並びに休憩時間を繰り上げ又は繰り下げることがある。
　　　　４　（事例１の３と同じ。）
　（休　日）
＜事例１＞
第10条　休日は、次のとおりとする。
　　　　①　日曜日及び土曜日
　　　　②　国民の祝日（日曜日と重なったときは翌日）及び５月４日
　　　　③　年末年始（12月○日から１月○日まで）
　　　　④　夏季休日（○月○日から○日まで）
　　　　⑤　その他会社が指定する日
＜事例２＞
第10条　休日は、次のとおりとする。
　　　　①　毎週水曜日（定休日）
　　　　②　各班ごとに曜日を特定し、各人別に定めた日
　　　　　　Ａ班　　月曜日　　　　　Ｄ班　　金曜日
　　　　　　Ｂ班　　火曜日　　　　　Ｅ班　　土曜日
　　　　　　Ｃ班　　木曜日　　　　　Ｆ班　　日曜日
　（休日の振替）
第11条　　前条の休日については、業務の都合により必要やむを得ない場合には、あら  かじめ他の日と振り替えることがある。この場合においては、起算日を明らか  にした４週間を通じて８日を下回らないものとする。
　（時間外及び休日労働）
第12条　１　会社は、第９条で定める労働時間を超えて労働させ、また、第10条で定め る休日に労働させないものとする。
　　　　 ２　前項の規定に関わらず、業務の都合上､やむを得ない場合には､社員の所定  労働時間を超えない範囲内で労働させることができる｡
　労働時間、休憩及び休日に関することは、必ず就業規則に記載しなければなりません。特に労働時間は、平成９年４月から週の法定労働時間の上限が40時間となっております。ただし、商業、映画・演劇等の興業（映画の製作を除く。）、保健衛生業、接客娯楽業で常時10人未満の従業員を使用する事業場（以下「特例事業場」といいます。）は週の法定労働時間の上限が46時間（平成13年４月１日からは44時間）となっています。
　このことを踏まえて、職場の実態に応じつつわかりやすく規定することが必要です。
【第９条　労働時間及び休憩時間】
１　パートタイマーを採用する際には、本人とよく話し合って勤務可能な時間と勤務できる日を決めることが必要です（パート指針第２の１の（３））。このことが、パートタイマーの定着性を高めることにもつながります。
　　特に、小売業、サービス業等では一般に営業時間が長く、また１日、１週の繁閑の差が大きいので、この業務の都合とパートタイマーの希望する時間帯を調整して決めることが労務管理のポイントとなるでしょう。
２　「休憩時間」について定めるときは、次の点に留意してください。
（１）１日の労働時間が６時間を超える定めをする場合には、労働時間の途中に少なくとも45分以上の休憩時間を与えなければなりません（労基法第34条第１項）。また､８時間を超えるときは､１時間以上の休憩を与える必要があります（同条）。
（２）休憩時間は、何時から何時までなのかをはっきりと定めなければなりません。
　　　休憩時間は原則として事業場のすべての従業員に一斉に与えなければなりませんが、交替制勤務を採用する場合等一斉に与えることが困難な場合には、従業員との書面による協定（以下「労使協定」といいます。）により交替で与えることができます（労基法第34条第２項）。この場合、一斉に休憩を与えない従業員の範囲及び当該従業員に対する休憩の与え方について協定で定めなければなりません（労基法施行規則第15条）。
　　　なお、商業、サービス業等の業種では、もともと業務の性格上休憩を交替で与えることが認められています（労基法第40条第１項、同法施行規則第31条）。
（３）休憩時間は、自由に利用させなければなりません（労基法第34条第３項）。したがって、単に作業に従事しないだけで待機している時間、いわゆる「手待ち時間」は、労働時間であり、休憩時間ではありません。
（４）「始業及び終業時刻並びに休憩時間」を繰り上げたり、繰り下げたりすることがある場合には、本条のようにその旨を定めておくことが必要です。
３　製造業等のように労働時間と労働日が一律に設定されている事業場では、＜事例１＞が適当です。１日の労働時間が社員と同じで週の所定労働日が少ないパートタイマーの場合は、＜事例３＞となります（事例３は最大で週４日勤務）。
　　以上の事例の時間は事業場の実態に合わせて設定してください。
４　勤務態様、職種等によって始業及び終業の時刻を画一的に定めないで本人の希望等を考慮して決める方法をとる場合も考えられます。その場合には、就業規則に、基本となる始業及び終業の時刻を定めるとともに、具体的には個別の労働契約等で定めることができる旨の規定を設けてください。
５　パートタイマーの労働時間と直接関係はありませんが、商業等週46時間労働制が適用されている特例事業場が、平成13年３月31日までに省力化投資等を行い、就業規則等を変更し、週所定労働時間を１時間以上短縮して44時間以下とした場合に、一定の助成を行う「特例事業場労働時間短縮奨励金」がありますので、積極的に利用するとよいでしょう（参考８参照）。
【第10条　休日】
　　休日は、１週に１回以上与えることが原則です（労基法第35条第１項）。休日の与え方についても労働時間と同様にパートタイマーとよく話し合って決めることが適当です。
　　＜事例１＞は、休日を事業場で一律に決定する場合の例であり、＜事例２＞は、交替制の休日とし、パートタイマーに選択させる場合の例を示したもので、いずれも週休２日制としています。
　　小売業、サービス業等では土曜・日曜、国民の祝日・休日等が最も忙しくこれらの日を休日とすることが困難な場合が多いと思われます。一方、パートタイマーには、上記のような時期は家族とともに過ごしたい人たちも多いと思われますから、十分調整して決めることが大切でしょう。
【第11条　休日の振替】
　　小売業、サービス業等では、定休日が国民の休日と重なったときや夏期、年末の繁忙期には業務の都合上休日を他の日に変更（振替）することが必要となる場合がありますが、そのような場合がある旨を就業規則に明記しておくことが必要です。
【第12条　時間外及び休日労働】
１　パートタイマーは、一般に所定労働時間を超えて労働することや所定労働日以外に労働することは困難な者が多いので、やむを得ず所定労働時間を超えて労働させ、又は所定労働日以外の日に労働させようとする場合には、雇入れの際、当該パートタイマーに対して、所定労働時間を超えて、又は所定労働日以外の日に労働させることがある旨及びその程度を明示してください（パート指針第２の１の（１））。
２　業務の都合上やむを得ない場合に、法定労働時間を超え、又は法定休日に労働させるときには、あらかじめ会社は、従業員代表と書面による協定をし、所轄の労働基準監督署長に届け出なければなりません。
　　１日を超える一定期間について延長することができる時間の限度については、時間外労働の限度に関する基準の中で下表のように定められておりますので、労使で話し合い、この限度時間の範囲内で定めなければなりません（労基法第36条第２項）。
　　ただし、建設業等一部の事業・業務については、この限度時間は適用されません。
①　一般の労働者の場合　　　　　　　　　　　②　対象期間が３か月を超える１年単位の変形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働時間制の対象者の場合
	    期　　間
	    限度時間
	
	     期　　間
	     限度時間
	

	　　　１週間
	      15時間
	
	       １週間
	       14時間
	

	　　　２週間
	      27時間
	
	       ２週間
	       25時間
	

	　　　４週間
	      43時間
	
	       ４週間
	       40時間
	

	　　　１か月
	      45時間
	
	       １か月
	       42時間
	

	　　　２か月
	      81時間
	
	       ２か月
	       75時間
	

	　　　３か月
	     120時間
	
	       ３か月
	      110時間
	

	　　　１年間
	     360時間
	
	       １年間
	      320時間
	


　　「従業員代表」とは、事業場の従業員の過半数で組織する労働組合がある場合にはその労働組合、そのような労働組合がない場合には、その事業場の従業員の過半数を代表する者です。
　　従業員代表は、次の①、②のいずれにも該当する者でなければなりません（労基法施行規則第６条の２）。
　①　労基法第41条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと
　②　労使協定の締結等を行う者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続きにより選出された者であること
　　なお、使用者は、従業員代表について不利益な取扱いをしないようにしなければなりません。
３　従来の女性労働者の時間外労働の規制が平成11年４月から解消されたことによる職業生活の急激な変化を緩和するため、小学校就学前の子の養育又は家族の介護を行う女性労働者（指揮命令者及び専門業務従事者を除く。以下「特定労働者」といいます。）のうち時間外労働を短くすることを使用者に申し出た者については、平成11年４月１日から平成14年３月31日までの間、一定期間について時間外労働の限度に関して下表のように他の労働者より短い基準が定められていますのでこの限度時間を超えないものとしなければなりません（労基法第133条）。
　　なお、この場合の家族の範囲は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある①配偶者（事実上婚姻関係にある者を含む。）、父母、子、配偶者の父母、②同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟姉妹、孫です（労基法施行規則第69条第１項）。
	         事　業
	       期　間
	     限度時間
	

	 製造業、鉱業、建設業、運輸
交通業、貨物取扱業等
	 １週間
	　 　　６時間
	

	
	（ただし、決算に必要な業務は２週に12時間）
	

	
	 １年間
	　  　150時間
	

	 保健衛生業、接客娯楽業
	 ２週間
 １年間
	　 　　12時間
　 　 150時間
	

	 林業、商業、金融・広告業、
 映画・演劇業、通信業、教育
・研究業、清掃・と畜業等
	 ４週間
 １年間
	　 　　36時間
 　 　150時間
	


４　妊産婦で請求した者及び年少者（18歳未満の者）については、法定労働時間を超える時間外労働、休日労働又は深夜業（午後10時から午前５時まで）をさせることはできません（労基法第60条、第61条、第66条）。
　　更に、小学校就学前の子の養育又は家族の介護を行う一定範囲の男女従業員で請求した者については、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜業をさせることはできません（育児・介護休業法第16条の２、第16条の３）。
                            第５章　休暇等
　（年次有給休暇）
第13条　１　各年次ごとに所定労働日の８割以上出勤したパートタイマーで週所定労働  時間が30時間未満であり、週所定労働日数が４日以下又は年間所定労働日数 が216日以下の者に対しては、次の表のとおり勤続年数に応じた日数の年次  有給休暇を与える。
	週 所 定
労働日数
	１年間の所定
  eq \o\ad(労働日数,　　　　　　　　　)
	                  勤　続　年　数
	

	
	
	６か月
	 １年
６か月
	 ２年
６か月
	 ３年
６か月
	 ４年
６か月
	 ５年
６か月
	 ６年
６か月
 以上
	

	  ４日
	 169～216日
	 ７日
	 ８日
	 ９日
	 10日
	 12日
	 13日
	 15日
	

	  ３日
	 121～168日
	 ５日
	 ６日
	 ６日
	 ８日
	 ９日
	 10日
	 11日
	

	  ２日
	  73～120日
	 ３日
	 ４日
	 ４日
	 ５日
	 ６日
	 ６日
	 ７日
	

	  １日
	   48～72日
	 １日
	 ２日
	 ２日
	 ２日
	 ３日
	 ３日
	 ３日
	


　　　　　　ただし、平成11年４月から平成13年３月までの間は、次のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。
　　　　　（１）平成11年４月から平成12年３月まで
	週所定労
 働日数
	１年間の所定
  労働日数
	                  勤　続　年　数
	

	
	
	6か
月
	１年
6か
月
	２年
6か
月
	３年
6か
月
	４年
6か
月
	５年
6か
月
	６年
6か
月
	７年
6か
月
	８年
6か
月
	９年
6か
月
以上
	

	　４日
	 169～216日
	７日
	８日
	９日
	10
日
	11
日
	12
日
	12
日
	13
日
	14
日
	15
日
	

	　３日
	 121～168日
	５日
	６日
	６日
	７日
	８日
	９日
	９日
	10
日
	10
日
	11
日
	

	　２日
	  73～120日
	３日
	４日
	４日
	５日
	５日
	６日
	６日
	６日
	７日
	７日
	

	　１日
	   48～72日
	１日
	２日
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日
	３日
	３日
	


　　　　　（２）平成12年４月から平成13年３月まで
	週所定労
 働日数
	１年間の所定
  労働日数
	                勤　続　年　数
	

	
	
	6か月
	１年
6か月
	２年
6か月
	３年
6か月
	４年
6か月
	５年
6か月
	６年
6か月
	７年
6か月
	８年
6か月
以上
	

	　４日
	 169～216日
	７日
	８日
	９日
	10日
	12日
	12日
	13日
	14日
	15日
	

	　３日
	 121～168日
	５日
	６日
	６日
	７日
	９日
	９日
	10日
	10日
	11日
	

	　２日
	  73～120日
	３日
	４日
	４日
	５日
	６日
	６日
	６日
	７日
	７日
	

	　１日
	   48～72日
	１日
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日
	３日
	３日
	


　　　　２　各年次ごとに所定労働日の８割以上出勤したパートタイマーで､前項に該当しない者のうち、週所定労働時間が30時間以上の者及び週所定労働日数が４日又は年間所定労働日数が216日を超える者に対しては、次の表のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	 勤続年数
	 ６か月
	　１年
 ６か月
	　２年
 ６か月
	　３年
 ６か月
	　４年
 ６か月
	　５年
 ６か月
	　６年
 ６か月
　以上
	

	 付与日数
	　10日
	　11日
	　12日
	　14日
	　16日
	　18日
	　20日
	


　　　　　　　ただし、平成11年４月から平成13年３月までの間は、次のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	  　　勤続年数
	6か月
	 １年
6か月
	 ２年
6か月
	 ３年
6か月
	 ４年
6か月
	 ５年
6か月
	 ６年
6か月
	 ７年
6か月
	 ８年
6か月
	 ９年
6か月
 以上
	

	付
与
日
数
	平成11年4月
から
平成12年3月
まで
	 10日
	 11日
	 12日
	 14日
	 15日
	 16日
	 17日
	 18日
	 19日
	 20日
	

	
	平成12年4月
から
平成13年3月
まで
	 10日
	 11日
	 12日
	 14日
	 16日
	 17日
	 18日
	 19日
	 20日
	 20日
	


　　　　３　パートタイマーは、年次有給休暇を取得しようとするときは、あらかじめ時季を指定して請求するものとする。ただし、会社は、事業の正常な運営に支障があるときは、パートタイマーの指定した時季の変更を求めることがある。
　　　　４　前項の規定にかかわらず、従業員代表との書面による協定により、各従業員の有する年次有給休暇日数のうち５日を超える部分について、あらかじめ時季を指定して与えることがある。
　　　　５　第１項及び第２項の出勤率の算定に当たっては、年次有給休暇を取得した期間、産前産後の休業期間、育児・介護休業法に基づく育児休業期間、介護休業期間及び業務上の傷病による休業期間は出勤したものとして取り扱う。
　　　　６　当該年度に新たに付与した年次有給休暇の全部又は一部を取得しなかった場合には、その残日数は翌年度に繰り越される。
　（産前産後の休業等）
第14条　１　６週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産する予定のパートタイマー から請求があったときは、休業させる。
　　　　 ２　出産したパートタイマーは、８週間は休業させる。ただし、産後６週間を  経過したパートタイマーから請求があったときは、医師が支障がないと認め  た業務に就かせることができる。
　　　　 ３　妊娠中のパートタイマーから請求があったときは、他の軽易な業務に転換  させることとする。
　（母性健康管理のための休暇等）
第15条　１　妊娠中又は出産後１年を経過しないパートタイマーから、所定労働時間内  に、母子保健法に基づく保健指導又は健康診査を受けるために、通院に必要  な時間（通院休暇）の請求があったときは、次の範囲で休暇を与える。
　　　　　 ①　産前の場合
　　　　　　　 妊娠23週まで……４週に１回
　　　　　　　 妊娠24週から35週まで……２週に１回
　　　　　　　 妊娠36週から出産まで……１週に１回
　　　　　　　 ただし、医師又は助産婦（以下「医師等」という。）がこれと異なる指  示をしたときには、その指示により必要な時間
　　　　　 ②　産後（１年以内）の場合
　　　　　　　 医師等の指示により必要な時間
　　　　 ２　妊娠中又は出産後１年を経過しないパートタイマーから、保健指導又は健  康診査に基づき勤務時間等について医師等の指導を受けた旨申出があった場  合、次の措置を講ずることとする。
　　　　　 ①　妊娠中の通勤緩和
　　　　　 　　通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則として１時間の勤務  時間の短縮又は１時間以内の時差出勤
　　　　　 ②　妊娠中の休憩の特例
　　　　　　　 休憩時間について指導された場合は、適宜休憩時間の延長、休憩回数の  増加
　　　　　 ③　妊娠中又は出産後の諸症状に対応する措置
　　　　　　　 妊娠又は出産に関する諸症状の発生又は発生のおそれがあるとして指導  された場合は、その指導事項を守ることができるようにするため作業の軽  減、勤務時間の短縮、休業等
　（育児時間等）
第16条　１　生後１年未満の生児を育てる女性パートタイマーから請求があったときは、 休憩時間のほか１日について２回、１回について30分の育児時間を与える。
　　　　 ２　生理日の就業が著しく困難なパートタイマーから請求があったときは、必  要な期間休暇を与える。
　（育児休業等）
第17条　１　パートタイマーは、１歳に満たない子を養育するため必要があるときは、  会社に申し出て育児休業をし、又は育児短時間勤務制度の適用を受けること  ができる。
　　　　 ２　育児休業をし、又は育児短時間勤務制度の適用を受けることができるパー  トタイマーの範囲その他必要な事項については、「育児・介護休業、育児・  介護のための深夜業の制限及び育児・介護短時間勤務に関する規程」で定め  る。
　（介護休業等）
第18条　１　パートタイマーのうち必要のある者は、会社に申し出て介護休業をし､又は 介護短時間勤務制度の適用を受けることができる｡
　　　　 ２　介護休業をし、又は介護短時間勤務制度の適用を受けることができる
　　　　　 パートタイマーの範囲その他必要な事項については、「育児・介護休業、育  児・介護のための深夜業の制限及び育児・介護短時間勤務に関する規程」で  定める。
　年次有給休暇など法定の休暇をはじめ慶弔休暇などを含め、会社で設けているすべての休暇について必ず定めることが必要です。
【第13条　年次有給休暇】
１　パートタイマーで、週の所定労働時間が30時間未満であり、週の所定労働日数が４日以下、又は年間所定労働日数が216日以下の者については、その日数に比例した年次有給休暇を与えることが必要です（労基法第39条第３項）。なお、週所定労働時間が30時間以上の者には所定労働日数の如何にかかわらず、また、週所定労働時間が30時間未満であっても週所定労働日数が4日を超え又は年間所定労働日数が216日を超える者にも、原則どおり第２項の年次有給休暇を与えなければなりません（労基法第39条第１項）。
２　期間を定めた労働契約（６か月以内）であっても、契約の更新等により事実上６か月以上継続して勤務している者には、年次有給休暇を付与することが必要です。
３　出勤率の算定に当たって、業務上の傷病による休業期間、産前産後の休業期間及び育児・介護休業法に基づき育児休業及び介護休業を取得した期間は出勤したものとして扱うこと、また、年次有給休暇を取得した日については出勤したものとして計算する必要があります。
４　年次有給休暇の時季の変更は、事業の正常な運営を妨げる場合にのみ認められていることに留意の上、やむを得ないときに限ることとし、安易に行わないことが大切です。
５　本条第４項は、年次有給休暇の計画的付与に関するものですが、パートタイマーは一般的に年次有給休暇の付与日数が少なく、５日を超える年次有給休暇を対象として行うことができる「計画的付与」の対象とすることができない場合が多いと思われます。ゴールデンウィークや夏季休暇等の場合、社員との均衡に配慮して付与日数を増やす等労使で十分協議して決める必要があるでしょう。
６　「従業員の過半数を代表する者」は、【第12条　時間外及び休日労働】にあるように、事業場の従業員の過半数で組織する労働組合がある場合にはその労働組合、そのような労働組合がない場合には従業員の過半数を代表する者をいいます。
	 【参　考】
 　　年次有給休暇以外に慶弔休暇を与える例もあります。規定例としては次のよう
 　なものがあります。
 　（慶弔休暇）
 第○条　　パートタイマーが次の事由により休暇を申請したときは、次のとおり慶
 　　　　弔休暇を与える。
 　　　　①　本人が結婚したとき　　　　　　　　　　　　　　　　○日
 　　　　②　妻が出産したとき　　　　　　　　　　　　　　　　　○日
 　　　　③　父母、配偶者又は子が死亡したとき　　　　　　　　　○日
 　　　　④　兄弟姉妹、祖父母又は配偶者の父母が死亡したとき　　○日
	


【第14条　産前産後の休業等】
１　産前６週間（多胎妊娠の場合は14週間）の休業は、パートタイマーから請求があったときには、与えなければなりません（労基法第65条第１項）。
２　産後休業（８週間）はパートタイマーから請求がなくても与えなければなりません（労基法第65条第２項）。ただし、モデル規則にもあるとおり、産後６週間を経過したパートタイマーから請求があったときは、医師が支障がないと認めた業務には就かせることができます。
３　妊娠中のパートタイマーから請求があったときは、原則として他の軽易な業務へ転換させなければなりませんが、新たに軽易な業務を創設して与える義務まではありません。
【第15条　母性健康管理のための休暇等】
１　母性健康管理の措置については、均等法により平成10年４月１日から義務付けられております。
２　パートタイマーが母子保健法の規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間の休業の申出をした場合、事業主は、その申出に応じなければならないことになっております（均等法第22条）。
３　妊娠中又は出産後１年を経過していないパートタイマーが、医師等から健康診査に基づいた指導を受け、この指導事項を守るための措置について申出をした場合、事業主は、その申出に応じ、必要な措置を講じなければならないことになっております（均等法第23条）。
【第16条　育児時間等】
１　育児時間は、生後１年に達しない生児を育てている女性パートタイマーに、授乳その他育児のために世話をする時間として、一般の休憩時間とは別に請求できるよう法律で規定されたものです。与えるべき時間の長さ、回数は本条のとおりです（労基法第67条）。
２　生理日の就業が著しく困難なパートタイマーの休暇は、暦日単位のほか時間単位、半日単位でも差し支えありませんが、請求のあった範囲で就業させてはなりません（労基法第68条）。
【第17条　育児休業等】
１　育児休業については、育児・介護休業法により、１歳未満の子を養育するパートタイマー（男女問わず）から育児休業の申出があった場合には、期間を定めて雇用される者等一定の場合を除き、事業主はその申出に応じ、休業させなければなりません。
　　また、育児休業をしないパートタイマーについての本人の申出に基づき勤務時間の短縮等の措置を講じなければならないこととされています。
２　このことを就業規則中に、育児休業等の大綱として規定し、具体的事項は別の規則に委任することとする場合がありますが、この場合の別の規則も本規則と合わせて就業規則となるものです。一般的には、別に通常の従業員用の規定があると思われますので、パートタイマー用に別の規定を設ける必要はなく、それによることとしてもよいでしょう。
　　別規則の例としては、参考の「６　育児・介護休業、育児・介護のための深夜業の制限及び育児・介護短時間勤務に関する規程」があります。
　　なお、育児期間中の社会保険料（健康保険料、厚生年金保険料）の被保険者負担分は、パートタイマーから会社を通じ申出をすれば免除されます。
	 【参　考】
 　　育児休業等仕事と育児の両立のための措置に関して次のような助成金等があり
 　ます。
 １　育児休業等仕事と育児の両立のための措置に関する助成金等
 　　育児・介護雇用安定助成金（育児・介護費用助成金、事業所内託児施設助成
 　金）や育児休業者職場復帰プログラム実施奨励金
 ２　雇用保険による育児休業給付制度
 　　１歳未満の子を養育するため育児休業を取得した雇用保険の被保険者に対し、
 　休業前賃金の25％相当額を支給（20％相当額を休業期間中に支給し、残額は育
 　児休業終了後６か月間引き続き同一事業主に雇用された場合に支給）する。ただ
 　し、賃金と給付の合計額が休業前賃金の80％を超えない範囲内で支給する。
	


【第18条　介護休業等】
１　介護休業については、育児・介護休業法により、平成11年４月から要介護状態にある対象家族を介護するパートタイマーから介護休業の申出があった場合には、期間を定めて雇用する者等一定の場合を除き、事業主はその申出に基づき休業させなければなりません。
　　また、介護休業をしないパートタイマーについても本人の申出に基づき勤務時間の短縮等の措置を講じなければならないものとされています。
２　このことを就業規則の中に、介護休業等の大綱として規定し、具体的事項は別の規則に委任することとする場合がありますが、その場合、別の規則も本規則と合わせて就業規則となるものです。一般的には、別に通常の従業員用の規定があると思われますので、パートタイマー用に別の規定を設ける必要はなく、それによることとしてもよいでしょう。
　　別規則の例としては、参考の「６　育児・介護休業、育児・介護のための深夜業の制限及び育児・介護短時間勤務に関する規程」があります。
	 【参　考】
 　　介護休業等仕事と介護の両立のための措置に関して次の助成金等があります。
 １　介護休業等仕事と介護の両立のための措置に関する助成金等
 　　育児・介護雇用安定助成金（育児・介護費用助成金）や介護休業者職場復帰プ
 　ログラム実施奨励金
 ２　雇用保険による介護休業給付制度
 　　介護休業を取得した雇用保険の被保険者に対し、休業前賃金の25％相当額を
 　支給（20％相当額を休業期間中に支給し、残額は介護休業終了後６か月間引き
 　続き同一事業主に雇用された場合に支給）する。ただし、賃金と給付の合計額が
 　休業前賃金の80％を超えない範囲内で支給する。
	


第６章　賃　金
　（賃金の構成）
第19条　　賃金の構成は、次のとおりとする。
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　（基本給）
第20条　　基本給は、時間給（又は日給、月給）とし、本人の経験、年齢、技能、職務  遂行能力等を考慮して各人別に決定する。
　（通勤手当）
第21条　　通勤手当は、月額○円までの範囲内において、通勤に要する実費に相当する  額を支給する。
　　　　　 自転車通勤者は、月額○円を支給する。
　（精勤手当）
第22条　１　精勤手当は、当該賃金計算期間における出勤成績により、次のとおり支給  する。
　　　　　 ①　無欠勤の場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額○円
　　　　　 ②　欠勤１日以内の場合　　　　　　　　　　　　　　　　　月額○円
　　　　 ２　前項の精勤手当の計算においては、次のいずれかに該当するときは出勤し  たものとみなす。
　　　　　 ①　年次有給休暇を取得したとき
　　　　　 ②　業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のため休業したとき
　　　　 ３　第１項の精勤手当の計算に当たっては、遅刻又は早退３回をもって、欠勤  １日とみなす。
　（割増賃金）
第23条　　割増賃金は、次の算式により計算して支給する。
　　　　　 ①　時間外労働割増賃金（所定労働時間を超えて労働させた場合）
                                  精勤手当
	       （基本給(時間給)＋
	
	 ）×1.25×時間外労働時間数

	
	
	


                            １か月平均所定労働時間
           ②　休日労働割増賃金（所定の休日に労働させた場合）
                                  精勤手当
	       （基本給（時間給）＋
	
	 ）×1.35×休日労働時間数

	
	
	


                            １か月平均所定労働時間
           ③　深夜労働割増賃金
             （午後10時から午前５時までの間に労働させた場合）
                                  精勤手当
	       （基本給(時間給)＋
	
	 ）×0.25×深夜労働時間数

	
	
	


                            １か月平均所定労働時間
　（休暇等の賃金）
第24条　１　年次有給休暇（第13条に定める休暇）については、所定労働時間労働した ときに支払われる通常の賃金を支給する。
　　　　 ２　産前産後の休業期間（第14条で定める休業）については、有給（無給）と する。
　　　　 ３　母性健康管理のための休暇等（第15条で定める休暇）については、有給   （無給）とする。
　　　　 ４　育児時間（第16条第１項で定める時間）については、有給（無給）とする｡
　　　　 ５　生理日の休暇（第16条第２項で定める休暇）については、有給（無給）と する。
　　　　 ６　育児休業（第17条で定める休業）の期間については、有給（無給）とする｡
　　　　 ７　介護休業（第18条で定める休業）の期間については、有給（無給）とする｡
　（欠勤等の扱い）
第25条　　欠勤、遅刻、早退及び私用外出の時間数に対する賃金は、支払わないものと  する。この場合の時間数の計算は、分単位とする。
　（賃金の支払い）
第26条　１　賃金は、前月○日から当月○日までの分について、当月○日（支払日が休  日に当たる場合はその前日）に通貨で直接その全額を本人に支払う。ただし、 従業員代表との書面協定により、パートタイマーが希望した場合は、その指  定する金融機関の口座又は証券総合口座に振り込むことにより賃金を支払う  ものとする。
　　　　 ２　次に掲げるものは賃金から控除するものとする。
　　　　　 ①　源泉所得税
　　　　　 ②　住民税
　　　　　 ③　雇用保険及び社会保険の被保険者については、その保険料の被保険者の  負担分
　　　　　 ④　その他従業員の過半数を代表する者との書面による協定により控除する  こととしたもの
　（昇　給）
第27条　１　昇給は、毎年○月○日をもって、基本給について行うものとする。ただし、 会社の業績に著しい低下その他やむを得ない事由がある場合には、この限り  ではない。
　　　　 ２　前項のほか、特別に必要がある場合は、臨時に昇給を行うことがある。
　　　　 ３　昇給額は、パートタイマーの勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。
　（賞　与）
第28条　１　毎年〇月〇日及び〇月〇日に在籍し、○か月以上勤続したパートタイマー  に対して、会社の業績等を勘案して○月○日及び〇月○日に支給する。ただ  し、会社の業績の著しい低下その他やむを得ない事由がある場合には、支給  時期を延期し、又は支給しないことがある。
　　　　 ２　前項の賞与の額は、会社の業績及びパートタイマーの勤務成績などを考慮  して各人別に決定する。
　（退職金の支給）
第29条　　勤続○年以上のパートタイマーが退職し、又は解雇されたときは、退職金を  支給する。ただし、第42条第２項により懲戒解雇された場合は､退職金の全部  又は一部を支給しないことがある｡
　（退職金の額等）
第30条　１　退職金は、退職又は解雇時の基本給に勤続年数に応じて定めた別表の支給  率を乗じて計算した金額とする。
　　　　 ２　退職金は、支給事由の生じた日から○か月以内に退職したパートタイマー  （死亡した場合はその遺族）に対して支払う。
　賃金に関することは、必ず就業規則に記載しなければなりません。また、退職金の制度がある場合は、これも必ず就業規則に記載しなければなりません。その定めが不明確であるとそのことが原因で労使間のトラブルが生じがちとなりますので、わかりやすく定めることが必要です。
　また、女性であることを理由として男性と異なった賃金制度を設け、それに基づき支給することは労基法第４条違反となります。
【第19条　賃金の構成】
１　労基法により、賃金の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締切り、支払いの時期並びに昇給に関することは就業規則に必ず記載しなければならない事項とされています。
２　賃金制度はなるべくわかりやすく明確なものとすることが望まれます。パートタイマーの賃金制度は、社員より比較的簡略に定めた例が多いようです。
３　諸手当としては、本事例のほか、①勤務時間帯手当（早朝、夜間勤務者）、②特別業務手当（危険・汚れ業務）、③職務手当（特別の免許・資格を必要とする業務）等、職務内容、勤務条件等により特別手当を支給する例もあります。
４　最近は職能資格制度を取り入れ、賃金表を作成して昇給昇格の基準を明らかにするなど新しい試みを行う企業もみられますので研究してください。ここでは一般的な賃金規定について記述しておきますが、パートタイマーの賃金、賞与及び退職金については、その就業の実態、通常の従業員との均衡等を考慮して定めるように努めてください（パート指針第２の１の（８））。
【第20条　基本給】
１　基本給は賃金の大部分を占めるもので、賞与や退職金などの算定基準となることもありますから、勤務（経験）年数、年齢、技能、職務を遂行する能力、勤務成績などを考慮して、公正に決めることが大切です。
２　基本給には時間給、日給、月給などの種類があります。パートタイマーの労働の実態に応じて決めるとよいでしょう。
３　賃金は、少なくとも最低賃金額以上の賃金としなければなりません。
　　最低賃金の概要については、常時事業場の見やすい場所に掲示する等の方法でパートタイマーに周知する必要があります。最低賃金額が分からない場合には、最寄りの労働基準局又は労働基準監督署に問い合わせてください。
　　なお、最低賃金は、毎年改訂されておりますので注意してください。
　　平成11年度、各都道府県において、決定されている地域別最低賃金の一覧表を掲載してありますので参考にしてください。このほかに、産業別に決定された最低賃金もあります。双方の最低賃金が当てはまる場合は、賃金の高い方（ほとんどの場合、産業別最低賃金）が適用されます。
【第21条　通勤手当】
１　通勤手当は、通勤に必要な交通費を支給する手当で、大部分の事業場で実施されています。
２　通勤手当は、通勤定期の購入代金等の実費を支給する例が多いようです。
３　規定例のように、通勤手当に上限を設け、支給制限をするところが多いようです。
４　規定例のように、自転車等による通勤に対し、一定額を支給する事業場もあります。
【第22条　精勤手当】
１　精勤手当は、パートタイマーの出勤を奨励するための手当で、精勤手当を設けている事業場は13.3％となっています（平成７年労働省「パートタイム労働者総合実態調査」）。皆勤者のみに支給する例や、この規定のように一定の範囲の欠勤、遅刻、早退があった場合にも支給する例があります。
２　精勤手当の額は、この規定のように月額で決める方法もありますが、パートタイマー間の賃金の差が大きい場合、手当額が同額であると賃金の高い者には魅力が少なく出勤奨励の効果がうすくなる場合があります。
３　年次有給休暇については出勤扱いとしなければなりません（労基法第136条）。また、業務上災害による休業についても出勤扱いとすることが通例です。
【第23条　割増賃金】
１　法定労働時間を超えて労働させた場合には25％増し以上、法定の休日（週１回又は４週４日）に労働させた場合には35％増し以上、深夜（午後10時から午前５時までの間）に労働させた場合には25％増し以上の割増賃金を支払わなければなりません（労基法第37条）。
　　なお、時間外労働が深夜に行われたときは、割増率は50％以上、休日労働が深夜に行われたときは、割増率は60％以上となります。
２　会社の定める所定労働時間が法定労働時間よりも短い場合、又は所定休日として法定の休日以上の休日を定めている場合には、所定労働時間を超える労働及び所定休日の労働の全部について法定の割増賃金の支払いが必要となるわけではありませんが、このような場合でも、同率の割増賃金を支払うこととする例が多いようです。
　　なお、休日労働について、法定の休日に労働した場合は、35％増し以上の割増賃金を支払い、その他の休日は35％未満の割増賃金を支払うこととする場合には、就業規則において35％増し以上の割増賃金の対象となる休日を明確にすることが望まれます。
３　割増賃金の計算の基礎となる１時間当たりの賃金は、通常の賃金額から算定基礎賃金に含めなくてもよいとされている賃金を除いた総額（このモデル規則では、基本給と精勤手当）を所定労働時間で除して算出します。所定労働時間数は、日給者については１日の所定労働時間数、日によって労働時間数が異なる場合は、１週間における１日の平均所定労働時間、月給者については、１か月の平均所定労働時間数です。
　　モデル規則では、基本給は時間給、精勤手当は月給ということとしています。
　　なお、通常の賃金のうち算定基礎に含まなくてもよい賃金は、次のとおりです。
　①　家族手当
　②　通勤手当
　③　別居手当
　④　子女教育手当
　⑤　臨時に支払われた賃金
　⑥　１か月を超える期間ごとに支払われる手当
　⑦　住宅手当（住宅に要する費用に応じて算定される手当、平成11年10月１日から施行）
４　割増賃金は、基本給が日給又は月給の場合、条文中①～③の
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に修正する必要があります。
【第24条　休暇等の賃金】
１　年次有給休暇を与えた場合は、①所定労働時間働いたときに支払われる通常の賃金、②平均賃金、③健康保険の標準報酬日額（従業員代表との協定が必要です。）のいずれかを支払わなければなりません。
　　これらのうち、いずれの方法によるかについては就業規則に明記しておくことが必要です。
　　なお、①の場合には、年次有給休暇を取った日を出勤したものとして扱い、賃金の計算をすればよいことになります。
２　日によって所定労働時間が異なっている場合は、②の平均賃金によることとするのが簡易な方法でしょう。
　　産前産後の休業、母性健康管理の休暇、育児時間、生理日の休暇、育児休業、介護休業、慶弔休暇又は休職中の期間などの場合に、有給か無給かは各会社で独自に決めることで、法的な定めはありません。
	 【参　考】
 　　産前産後の休業中に賃金を支払わない場合は、健康保険から「出産手当金」の
 　支給が受けられますから、受給手続きその他の協力をすることが必要でしょう。
	


	 【参　考】
 　　慶弔休暇を定めた場合には、それが有給か無給かを規定する必要があります。
 規定例　１　慶弔休暇（第○条に定める休暇）については、有給（無給）とする｡
 規定例　２　慶弔休暇（第○条に定める休暇）のうち○日は有給とする。
	


【第25条　欠勤等の扱い】
１　欠勤、遅刻、早退等労働しなかった日、時間については、その時間数に応じた賃金を支給しなくても差し支えありません。
２　支給しない賃金額の計算に当たり、実働時間を一定時間単位（例えば30分単位、１時間単位）で区切り、その一定時間に達しない時間を切り捨てることは、賃金の全額払いの原則に反し、違法となりますので注意が必要です。
	 【参　考】
 　　業務以外の傷病により欠勤し、賃金が支払われなかったときは、健康保険の
 　「傷病手当金」（標準報酬日額の60％）が受けられますので、申請手続きに協
 力することが必要でしょう。
	


【第26条　賃金の支払い】
１　賃金は、毎月１回以上、一定の期日を定めて支払うことが必要です（労基法第24条第２項）。
２　賃金は、通貨でその全額を直接本人に支払わなければなりません。ただし、所得税や住民税等法令に基づいたものでパートタイマーが負担すべきものは賃金から控除して支払うこととなります。
　　また、従業員代表と書面で協定した費目についても賃金から控除することができます（例：食堂の食費、親睦会費、物品購入代金、組合費等）。
３　賃金は、通貨で直接本人に支払うことが原則ですが、パートタイマーが同意した場合は、本人の指定する銀行等の金融機関の本人口座（証券総合口座を含む。）に振り込むことができます。この場合は、従業員代表との書面による協定をするよう指導がなされています。従業員代表とは、第12条の説明２にある従業員代表と同じです。
　　なお、この場合、所定賃金支払日の午前10時までに払出しができるよう措置することが必要です。
４　支払日については、当日が休日となる場合、その前日に繰り上げ又は翌日に繰り下げてもよいこととなっていますが、モデル規則ではその前日に支払うこととなっています。
【第27条　昇給】
１　「昇給に関する事項」は、就業規則において、その時期と昇給の基準、方法などを明らかにしておくことが必要です。
２　パートタイマーに対し、勤務成績等に応じて昇給又はベースアップを行うことは、モラールを高め定着を図る上で大切なことです。昇給、ベースアップの額等は、賃金相場の変動等を考慮し、各人別に決めることが望ましいでしょう。
【第28条　賞与】
１　賞与制度を設けることは、労基法その他の法律によって義務付けられているものではありませんが、パートタイマーに賞与を支給する事業場は多く、約56.4％となっています（平成７年労働省「パートタイム労働者総合実態調査」）。
　　賞与を支給することとする場合は、就業規則に支給の時期、条件などを明らかにしておくことが必要です。
２　支給対象者は、一定の日（例：６月１日、12月１日）現在、一定期間在籍している者とし、支給額は、勤務成績を勘案して決めるとよいでしょう。
３　支給時期は、夏季は６月又は７月、年末は12月が一般的ですが、慣行によって決めるとよいでしょう。
【第29条　退職金の支給】
１　退職金の制度を設けることは、労基法その他の法律によって義務付けられているものではありません。パートタイマーに退職金を支給する事業場の割合は９％となっています（平成７年労働省「パートタイム労働者総合実態調査」）。
　　ただし、退職金制度を設けるときは、退職金支給をめぐるトラブルを防ぐため、適用される労働者の範囲、退職金の決定、計算及び支払いの方法並びに支払いの時期等を就業規則に記載しなければなりません。
２　退職金制度を設けたときは、退職金の支払いにあてるべき額を金融機関との保証契約等により保全措置をとることが努力義務とされています。
　　ただし、パートタイマーの退職金について「中小企業退職金共済制度」又は「特定退職金共済制度」に加入している事業場は保全措置の必要がありません。
　　なお、中小企業退職金共済法では、パートタイマーの加入促進のための措置として掛金月額の最低額の特例を設けています。
【第30条　退職金の額等】
１　このモデル規則では、別表を省略していますが、実際には支給率を定めた別表が必要です。
２　退職金の定め方は、社員の場合でも千差万別ですが、支給率については、勤続年数が長くなるにしたがって高くし、また、退職・解雇の事由によって上下させている場合が多いようです。
３　退職金は、支払期日までに直接その全額をパートタイマーに支払うことが必要です。パートタイマーが死亡した場合に支給する死亡退職金については、受給者である遺族の範囲について、争いが生じないように明確にしておくことが望ましいでしょう。
第７章　退職及び解雇
　（退　職）
第31条　１　パートタイマーが退職しようとするときは、退職しようとする日の14日前 までに会社に申し出ることとする。
　　　　 ２　パートタイマーが次のいずれかに該当するときは､退職とする｡
　　　　　 ①　労働契約に期間の定めのある場合は、その期間が満了したとき
　　　　　 ②　退職の申出をしてから14日を経過したとき
　　　　　 ③　本人が死亡したとき
　（解　雇）
第32条　１　パートタイマーが、次のいずれかに該当するときは、解雇するものとする。 ただし、第42条第２項の事由に該当すると認められたときは、同条の定める ところによる。
　　　　　 ①　勤務成績又は業務能率が著しく不良で、パートタイマーとしてふさわし  くないと認められたとき
　　　　　 ②　精神又は身体の障害により、業務に耐えられないと認められたとき
　　　　　 ③　事業の縮小その他事業の運営上やむを得ない事情により、パートタイマ  ーの減員等が必要となったとき
　　　　　 ④　その他前各号に準ずるやむを得ない事情があるとき
　　　　 ２　前項の規定によりパートタイマーを解雇する場合は、少なくとも30日前に 予告をするか又は平均賃金の30日分以上の解雇予告手当を支払う。ただし、 労働基準監督署長の認定を受けて第41条に定める懲戒解雇をする場合及び次 の各号のいずれかに該当するパートタイマーを解雇する場合は、この限りで  ない。
　　　　　 ①　日々雇い入れられるパートタイマー（１か月を超えて引き続き雇用され  た者を除く。）
　　　　　 ②　２か月以内の期間を定めて使用するパートタイマー（その期間を超えて  引き続き雇用された者を除く。）
　　　　　 ③　試用期間中のパートタイマー（14日を超えて引き続き雇用された者を除 く。）
　　　　 ３　前項の解雇予告の日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮する。
　退職等労働契約の終了に関することは、必ず就業規則に記載しなければなりません。労働者に重大な影響を及ぼすものであり、また、パートタイマーの退職・解雇をめぐるトラブルは少なくありませんので、手続きや理由などについてわかりやすく定めることが必要です。
【第31条　退職】
１　期間の定めのない雇用の場合、パートタイマーが本人の都合により退職しようとするときは、いつでも退職を申し出ることができます。
　　なお、退職の申出をした日から起算して14日を経過したときは、会社の承認の有無に関わらず退職となります（民法第627条参照）。
２　労働契約期間を定めて雇入れた場合は、その期間が満了すれば当然退職となります。しかし、期間を定めた契約が反復更新され、実質的に期間の定めのない労働契約関係にあると認められる場合、更新の拒絶をするには、解雇として扱う必要がある場合がありますので注意してください。
　　労働契約を反復更新し１年を超えて雇用している場合において、今後は更新しないこととなったときは、少なくとも30日前に更新しないことを予告するよう努めることが必要です（パート指針第２の１の（５））。
３　女性パートタイマーが女性であること、結婚、妊娠、出産したことを退職の理由として定めることはできません（均等法第８条）。
４　パートタイマーから使用期間、業務の種類、その事業での地位・賃金及び退職事由（解雇の場合は､その理由を含む｡）について証明書を求められた場合、求められた事項について証明書を交付する義務があります（労基法第22条）。「退職証明書」のモデル様式がありますので参考にするとよいでしょう。
	 【参　考】
 　　パートタイマーも長期間勤続することが多くなっていますので、「休職制
 　度」を設けておくことが必要となる場合もあります。
 　　なお、休職期間中であっても、労働契約期間が満了すれば当然退職となり
 　休職期間も終了します。
 　　規定例としては、次のようなものがあります。
 　（休　職）
 第○条　１　勤続○年以上のパートタイマーが次のいずれかに該当したとき
 　　　　　は、次の期間休職とする。
 　　　　　①　業務外の傷病又は事故により欠勤が引続き○か月を超えたとき
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○か月
 　　　　　②　その他会社が必要と認めたとき　　　　　　　　　必要な期間
 　　　　２　休職期間中に休職事由が消滅したときは、もとの職務に復帰させ
 　　　　　るか、又は不適当な場合には､他の業務に就かせることがある｡
 　　　　３　休職期間中において､労働契約期間が満了した場合については､そ
 　　　　　の時点で休職期間は終了する。
 　　　　　　なお、休職期間終了時に休職事由が消滅していないときは、退職
 　　　　　とする。
	


【第32条　解雇】
１　パートタイマーを解雇するときは、客観的にみて合理的で社会通念上相当な理由が必要で、これを欠く場合は一般に解雇権の濫用として無効となります（民法第１条第３項、判例）。
　　解雇をめぐって労使間でのトラブルが生じないよう、就業規則において解雇の理由や手続き等を明確に定めておくことが必要です。本条では、解雇に該当する理由を定め、手続きを明らかにしています。
２　パートタイマーを解雇するときは、原則として少なくとも30日前に予告をするか、又は平均賃金の30日分以上の解雇予告手当を支払うことが必要ですが、解雇予告の日数は、平均賃金を支払った日数分だけ短縮することができます。例えば、６月30日まで勤務させて、解雇する場合は、５月31日までに予告する必要があります。ただし、天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となったとき、又は重大な服務規律違反などパートタイマーに悪質な行為があったときで事前に労働基準監督署長の認定を受けた場合は、解雇の予告又は解雇予告手当を支払う必要がありません。
３　パートタイマーの業務上の負傷、疾病による休業期間とその後30日間及び産前産後の休業の期間〔産前６週間（多胎妊娠にあっては14週間）以内又は産後８週間以内の女性が休業する期間〕とその後30日間は、解雇はできません。また、結婚・妊娠・出産又は産前産後休業をしたことを理由として解雇してはなりません。ただし、天災事変その他やむを得ない事由によって事業の継続が不可能となったときで事前に労働基準監督署長の認定を受けた場合、又は業務上の事由による負傷、疾病の従業員が療養開始後３年を経過した日において傷病補償年金を受けている場合（又はその日以降、同年金を受けることになった場合）は、解雇制限が解除されます。
４　労基法等の規定により、次のことを理由として、解雇その他不利益な取扱いをすることが禁止されています。
（１）パートタイマーの国籍、信条、社会的身分（労基法第３条）
（２）パートタイマーが労働基準監督機関に申告したこと（労基法第104条、労働安全衛生法第97条）
（３）パートタイマーが女性であること、女性従業員が結婚、妊娠、出産し、又は産前産後の休業をしたこと（均等法第８条）
（４）パートタイマーが育児休業及び介護休業の申出をしたこと、又は育児休業及び介護休業をしたこと（育児・介護休業法第10条及び第16条）
（５）パートタイマーが、各種労使協定等の「従業員代表」であること、「従業員代表」になろうとしたこと、「従業員代表」として正当な行為をしたこと
（６）パートタイマーが労働組合の組合員であること、労働組合に加入し、又は加入しようとしたこと、労働組合の正当な行為をしたこと（労働組合法第７条）
５　本条による解雇のほか、懲戒解雇については、第41条及び第42条に定めがあります。
第８章　福利厚生等
　（福利厚生）
第33条　　会社は、福利厚生施設の利用及び行事への参加については、社員と同様の取  扱いをするよう配慮する。
　（雇用保険等）
第34条　　会社は、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の被保険者に該当するパート  タイマーについては、必要な手続きをとる。
　（教育訓練の実施）
第35条　　会社は、パートタイマーに対して必要な場合には、教育訓練を実施する。
　福利厚生や教育訓練に関することについて定めをする場合には、それを必ず就業規則に記載しなければなりません。その種類、実施方法などについて定めることが必要です。
【第33条　福利厚生】
１　更衣室、休憩室、食堂、売店、診療所、保育所、体育施設、保養施設等会社が設置している福利厚生施設（社宅、独身寮を除く。）について、合理的な理由がある場合を除き、パートタイマーに対して社員と同様に利用を認めるように努めてください（パート指針第２の２の（２））。
２　会社施設等の具体的な利用方法や会社が行う行事（社員旅行、親睦会等）への参加については、パートタイマーの自由意思を尊重する等、労使であらかじめ協議しておくことが大切です。
【第34条　雇用保険等】
　  雇用保険、健康保険、厚生年金保険の被保険者となる基準は次のとおりです。各保険が適用になるかどうか、被保険者となる手続き等について詳しくは、雇用保険は最寄りの公共職業安定所に、健康保険、厚生年金保険は最寄りの社会保険事務所に問い合わせてください。
１　雇用保険の被保険者の適用基準は、次の要件を満たす者です。
（１）１週間の所定労働時間が20時間以上であること
（２）１年以上継続して雇用されることが見込まれること
（３）賃金の年間総支給額が90万円以上（実質賃金のほか、交通費、賞与等の手当額も含む）あると見込まれること
　　なお、パートタイマーについては、週所定労働時間及び年齢により、次表のような被保険者区分となります。
週所定労働時間及び年齢別の被保険者区分
	           　　　　年齢
　週所定労働時間
	     65歳未満
	   65歳以上（＊）
	

	　　   30時間未満
	　短時間労働被保険者
	　高年齢継続短時間労働
　被保険者
	

	   　　30時間以上
	　一般被保険者
	　高年齢継続被保険者
	


　　　　 （＊）65歳以前から引き続き同一の事業主に雇用されている者に限ります。
　　　　 　　　65歳以降新たに雇用された者は被保険者とはなりません。
２　健康保険、厚生年金保険の適用基準は、次のとおりです。
	資
格
要
件
	 所定労働
時間年収
	１日又は１週間の所
定労働時間及び１月
の所定労働日数が通
常の就労者のおおむ
ね４分の３以上であ
る者(注1)
	１日又は１週間の所定労働時間若しくは１月
の所定労働日数が通常の就労者のおおむね４
分の３未満である者
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	原則として年収が130
万円(180万円(注2))
未満
	原則として年収が130
万円(180万円(注2))
以上
	

	適
用
	医 療 保 険
	健康保険等被用者保
険の被保険者
	健康保険等被用者保
険の被扶養者
	国民健康保険の被保
険者
	

	
	年　　　 金
	厚生年金保険等被用
者年金保険の被保険
者（国民年金の第２
号被保険者）
	厚生年金保険等被用
者年金保険の被保険
者の被扶養配偶者（国
民年金の第３号被保
険者）
	厚生年金保険等被用
者年金保険の被保険
者及びその被扶養配
偶者でない者（国民
年金の第１号被保険
者）
	


（注１）上記の所定労働時間については、保険者が労働状況等を総合的に勘案して、常用的
使用関係にある被保険者に該当するかどうかを判断します。
（注２）認定対象者が60歳以上の者である場合（医療保険のみ）、又は、おおむね厚生年金
保険法による障害厚生年金の受給要件に該当する程度の障害者である場合。
【第35条　教育訓練の実施】
　　パートタイマーが基幹的な労働力として重要性が増してきていること、今後の専門職を含めたパートタイマーの就業分野の拡大、パートタイマーの就業意欲の向上という観点を踏まえ、パートタイマーの就業の実態に応じ、その職業能力の開発及び向上等を図るための教育訓練を計画的に実施するように努めてください（パート指針第２の２の（１））。
第９章　安全衛生及び災害補償
　（安全衛生の確保）
第36条　１　会社は、パートタイマーの作業環境の改善を図り安全衛生教育、健康診断  の実施その他必要な措置を講ずる。
　　　　 ２　パートタイマーは、安全衛生に関する法令、規則並びに会社の指示を守り、 会社と協力して労働災害の防止に努めなければならない。
　（健康診断）
第37条　１　引き続き１年以上使用され、又は使用することが予定されているパートタ  イマーに対しては、雇入れの際及び毎年定期に健康診断を行う。
　　　　 ２　有害な業務に従事するパートタイマーについては、特殊健康診断を行う。
　（安全衛生教育）
第38条　　パートタイマーに対し、雇入れの際及び配置換え等により作業内容を変更し  た際には、必要な安全衛生教育を行う。
　（災害補償）
第39条　１　パートタイマーが業務上の事由若しくは通勤により負傷し、疾病にかかり  又は死亡した場合は、労働者災害補償保険法に定める保険給付を受けるもの  とする。この場合において、会社は必要な助力等を行う。
　　　　 ２　パートタイマーが業務上負傷し又は疾病にかかり療養のため休業するの最  初の３日間については、会社は平均賃金の60％の休業補償を行う。
　職場における安全衛生の保持に関することや災害補償に関することについて定めをする場合には、必ず就業規則に記載しなければなりません。
【第36条　安全衛生の確保】
　　パートタイマーに対する安全衛生の確保は大切です。
　　特に、採用時の安全衛生教育を十分に行うことは労働災害を防止する上で重要です。労働安全衛生法は、人命尊重の立場から労働災害を的確に防止するため、事業主が講じなければならない措置について、具体的かつ詳細に規定します。
【第37条　健康診断】
１　常時使用するパートタイマーについては、１年（一定の有害業務に従事する者にあっては６か月）に１回定期的に一般健康診断を実施することが必要です。
　　「常時使用するパートタイマー」とは、
　　　①　期間の定めのない労働契約により使用される者
　　　②　期間の定めのある労働契約により使用される者で１年（深夜業を含む業務、有害物を取り扱う業務等特定の業務に従事する者にあっては６か月）以上引き続き使用されている者若しくは使用されることが予定されている者であって、その者の１週の労働時間が当該事業場における同種の業務に従事する社員の所定労働時間の４分の３以上の者をいいます（４分の３未満である者であっても２分の１以上の者については対象とすることが望ましいところです。）｡
２　粉じん、有機溶剤及び鉛業務などの有害な業務に従事するパートタイマーには、一般健康診断のほか特殊健康診断の実施が必要です。
　　この特殊健康診断を行わなければならない有害業務の範囲は、労働安全衛生法で定められています。
【第38条　安全衛生教育】
１　会社が、パートタイマーに対し、業務に必要な知識、技能と合わせて安全衛生教育を実施することは大切なことです。
　　労働安全衛生法では、パートタイマーにも雇入れ時や、作業内容を変更するときなど、従事する業務に必要な安全及び衛生に関する教育を行うことが定められています。
２　特定の業務には、一定の資格や講習を必要とするものがあります。
　　安全衛生を確保する上からも十分な留意が必要です。
３　近年、科学の進歩に伴って新しい化学物質が広く利用されています。「名称等を表示しなければならない有害物に指定されているもの」等を取り扱う作業、有機溶剤の取扱い業務等については、安全の確保と健康障害防止の観点から、その取扱いに十分な注意が必要です。
【第39条　災害補償】
　　業務災害及び通勤災害については、労災保険によって給付が行われます。会社は、その給付の請求等の手続きについて協力することが必要です。
	 【参　考】
 　　労働者災害補償保険法に定める主な給付等の種類は次のとおりです。
 　　　　業務災害に係る給付等　　　　通勤災害に係る給付等
 　　　　　Ⅰ　療養補償給付　　　　　　　Ⅰ　療養給付
 　　　　　Ⅱ　休業補償給付　　　　　　　Ⅱ　休業給付
 　　　　　Ⅲ　障害補償給付　　　　　　　Ⅲ　障害給付
 　　　　　Ⅳ　遺族補償給付　　　　　　　Ⅳ　遺族給付
 　　　　　Ⅴ　葬祭料　　　　　　　　　　Ⅴ　葬祭給付
 　　　　　Ⅵ　傷病補償年金　　　　　　　Ⅵ　傷病年金
 　　　　　Ⅶ　介護補償給付　　　　　　　Ⅶ　介護給付
	


                        第10章　表彰及び制裁
　（表　彰）
第40条　　パートタイマーが次の各号のいずれかに該当するときは、原則として創立記  念日に表彰する。
　　　　 ①　永年勤続し、勤務成績が優れているとき（永年勤続は○年、○年、○年と  する）
　　　　 ②　勤務成績が優れ、業務に関連して有益な改良、改善、提案等を行い、業績  の向上に貢献したとき
　　　　 ③　重大な事故、災害を未然に防止し、又は事故災害等の非常の際に適切な行  動により災害の拡大を防ぐ等特別の功労があったとき
　　　　 ④　人命救助その他社会的に功績があり､会社の名誉を高めたとき
　　　　 ⑤　その他前各号に準ずる行為で、他の従業員の模範となり、又は会社の名誉  信用を高めたとき
　（懲戒の種類）
第41条　　会社は、パートタイマーが次条のいずれかに該当する場合は、その事由に応  じ次の区分により懲戒を行う。
　　　　 ①　け ん 責　　始末書を提出させて将来を戒める
　　　　 ②　減　　給　　始末書を提出させて減給する。ただし、減給は１回の額が平  均賃金の１日分の５割を超えることはなく、また、総額が１賃  金支払い期間における賃金総額の１割を超えることはない
　　　　 ③　出勤停止　　始末書を提出させるほか、○日間を限度として出勤を停止し、 その間の賃金は支給しない
　　　　 ④　懲戒解雇　　即時に解雇する
　（懲戒の事由）
第42条　１　パートタイマーが次のいずれかに該当するときは、情状に応じ、けん責、  減給、又は出勤停止とする。
　　　　　 ①　正当な理由なく無断欠勤○日以上の及ぶとき
　　　　　 ②　正当な理由なくしばしば欠勤、遅刻、早退するなど勤務を怠ったとき
　　　　　 ③　過失により会社に損害を与えたとき
　　　　　 ④　素行不良で会社内の秩序又は風紀を乱したとき
　　　　　 ⑤　第７条に違反したとき
　　　　　 ⑥　その他この規則に違反し、又は前各号に準ずる不都合な行為があったと  き
　　　　 ２　パートタイマーが、次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇する。ただ  し、情状により減給又は出勤停止とすることがある。
　　　　　 ①　正当な理由なく無断欠勤○日以上に及び、出勤の督促に応じないとき
　　　　　 ②　しばしば遅刻、早退又は欠勤を繰り返し、○回にわたって注意を受けて  も改めないとき
　　　　　 ③　会社内における窃盗、横領、傷害等刑法犯に該当する行為があったとき、 又はこれらの行為が会社外で行われた場合であっても、それが著しく会社  の名誉若しくは信用を傷つけたとき
　　　　　 ④　故意又は重大な過失により会社に重大な損害を与えたとき
　　　　　 ⑤　素行不良で著しく会社内の秩序又は風紀を乱したとき
　　　　　 ⑥　重要な経歴詐称をしたとき
　　　　　 ⑦　第７条に違反する重大な行為があったとき
　　　　　 ⑧　その他この規則に違反し、又は前各号に準ずる重大な行為があったとき
附　則
　　　　　　　　この規則は、平成○年○月○日から施行する。
　　　　　　　別表（第30条第１項関係）　（略）
　表彰や懲戒に関する定めをする場合には、それを必ず就業規則に記載しなければなりません。懲戒をめぐって労使間でトラブルが生じやすいので、その種類及び程度をわかりやすく定めることが必要です。
【第40条　表彰】
１　表彰及び制裁は就業規則に必ず規定しなくてはならないものではありません。しかし、定めをする場合は、必ず就業規則に表彰又は制裁の種類と程度を規定しておかなければなりません。
２　表彰は従業員の士気を高め、生産性向上を目的として行われるものですが、パートタイマーについても望ましいことです。
３　表彰は、賞状を授与し、副賞として記念品等を授与するのが通常ですが、その他特別休暇（リフレッシュ休暇等）を与え、又は特別昇給等を行う例もあります。
４　表彰及び制裁については、パートタイマーの意見を聴く機会を設ける等公正に行わなければなりません。
【第41条　懲戒の種類】
１　服務規律や企業秩序を維持するため、就業規則に制裁に関する規定をおくのが一般的です。
２　懲戒を行うときは、例えば弁明の機会を与え、事情をよく聴取するなど、適正な手続きによることに努めてください。
３　けん責は、それ自体では不利益を課さない処分ですが、昇給、賞与、昇格等の考課査定を行う上で、マイナス評価を行う場合もあります。また、けん責処分が何回も重なる場合は、更に重い制裁がなされることになります。
４　減給については、労基法第91条でモデル規則と同様の制限が定められていますので、注意が必要です。
５　出勤停止の期間については、法律上の規制はありませんが、情状の程度等に応じて課すべきです。
６　懲戒解雇で即時解雇するときは、あらかじめ労働基準監督署長に申請して認定を受けるか、又は労働基準監督署長の認定を受けずに平均賃金の30日分以上の解雇予告手当を支給するかのいずれかの方法によらなければなりません。
【第42条　懲戒の事由】
１　本条は、懲戒の事由を二つに分け、第１項の事由については「けん責、減給、出勤停止」まで、第２項の事由については「懲戒解雇」を定めています。もちろん、どのように分けるかについて労基法上の規制はありません。
２　懲戒処分を行う場合は、次のような点に注意してください。
（１）懲戒の対象者に対しては、規律違反の程度に応じて過去の同種の事例や処分の程度を考慮して公正に扱わなければなりません。公正を欠く場合には、懲戒権の濫用として無効とされる場合もあります。
　　  なお、本条第１項の⑥又は第２項の⑧に該当するかどうかについては、慎重な判断  が必要です。
（２）懲戒規定が設けられる以前の行為に対して遡って懲戒することや１回の事由で２回の懲戒処分を行うことはできません。
（３）懲戒事由に規定されていない事由や種類の懲戒はできません。
３　第７条の⑦は、職場における「セクシュアルハラスメント」を防止するための規定ですが、セクシュアルハラスメント防止指針では、セクシュアルハラスメントが発生した場合の適正な対処を事業主に義務付けています（参考「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上配慮すべき事項についての指針」参照）。
参　考
１　短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（抄）
目次
　第１章　総則（第１条～第４条）
　第２章　短時間労働者対策基本方針（第５条）
　第３章　短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等
　　第１節　雇用管理の改善等に関する措置（第６条～第10条）
　　第２節　職業能力の開発及び向上等に関する措置（第11条・第12条）
　第４章　短時間労働援助センター（第13条～第30条）
　第５章　雑則（第31条～第35条）
　附則
第１章　総　則
（目　的）
第１条　この法律は、短時間労働者が我が国の経済社会において果たす役割の重要性にかんがみ、短時間労働者について、その適正な労働条件の確保及び教育訓練の実施、福利厚生の充実その他の雇用管理の改善に関する措置、職業能力の開発及び向上等に関する措置等を講ずることにより、短時間労働者がその有する能力を有効に発揮することができるようにし、もってその福祉の増進を図ることを目的とする。
（定　義）
第２条　この法律において「短時間労働者」とは、１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者（当該事業所に雇用される通常の労働者と同種の業務に従事する当該事業所に雇用される労働者にあっては、労働省令で定める場合を除き、当該労働者と同種の業務に従事する当該通常の労働者）の１週間の所定労働時間に比し短い労働者をいう。
（事業主等の責務）
第３条　事業主は、その雇用する短時間労働者について、その就業の実態、通常の労働者との均衡等を考慮して、適正な労働条件の確保及び教育訓練の実施、福利厚生の充実その他の雇用管理の改善（以下「雇用管理の改善等」という｡）を図るために必要な措置を講ずることにより、当該短時間労働者がその有する能力を有効に発揮することができるように努めるものとする。
２　事業主の団体は、その構成員である事業主の雇用する短時間労働者の雇用管理の改善等に関し、必要な助言、協力その他の援助を行うように努めるものとする。
（国及び地方公共団体の責務）
第４条　国は、短時間労働者の雇用管理の改善等について事業主その他の関係者の自主的な努力を尊重しつつその実情に応じてこれらの者に対し必要な指導、援助等を行うとともに、短時間労働者の能力の有効な発揮を妨げている諸要因の解消を図るために必要な広報その他の啓発活動を行うほか、その職業能力の開発及び向上等を図る等、短時間労働者の雇用管理の改善等の促進その他その福祉の増進を図るために必要な施策を総合的かつ効果的に推進するように努めるものとする。
２　地方公共団体は、前項の国の施策と相まって、短時間労働者の福祉の増進を図るために必要な施策を推進するように努めるものとする。
第２章　短時間労働者対策基本方針
第５条　労働大臣は、短時間労働者の福祉の増進を図るため、短時間労働者の雇用管理の改善等の促進、職業能力の開発及び向上等に関する施策の基本となるべき方針（以下この条において「短時間労働者対策基本方針」という。）を定めるものとする。
２　短時間労働者対策基本方針に定める事項は、次のとおりとする。
　一　短時間労働者の職業生活の動向に関する事項
　二　短時間労働者の雇用管理の改善等を促進し、並びにその職業能力の開発及び向上を図るために講じようとする施策の基本となるべき事項
　三　前二号に掲げるもののほか、短時間労働者の福祉の増進を図るために講じようとする施策の基本となるべき事項
３　短時間労働者対策基本方針は、短時間労働者の労働条件、意識及び就業の実態等を考慮して定められなければならない。
４　労働大臣は、短時間労働者対策基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ、政令で定める審議会の意見を聴かなければならない。
５　労働大臣は、短時間労働者対策基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
６　前二号の規定は、短時間労働者対策基本方針の変更について準用する。
第３章　短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等
　第１節　雇用管理の改善等に関する措置
（労働条件に関する文書の交付）
第６条　事業主は、短時間労働者を雇い入れたときは、速やかに、当該短時間労働者に対  して、労働時間その他の労働条件に関する事項（労働基準法（昭和22年法律第49号）  第15条第１項に規定する命令で定める事項を除く。）を明らかにした文書を交付する   ように努めるものとする。
（就業規則の作成の手続）
第７条　事業主は、短時間労働者に係る事項について就業規則を作成し、又は変更しようとするときは、当該事業所において雇用する短時間労働者の過半数を代表すると認められるものの意見を聴くように努めるものとする。
（指　針）
第８条　労働大臣は、前２条に定めるもののほか、第３条第１項の事業主が講ずべき雇用管理の改善等のための措置に関し、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（以下この節において「指針」という。）を定めるものとする。
２　第５条第３項から第５項までの規定は指針の策定について、同条第４項及び第５項の規定は指針の変更について準用する。
（短時間雇用管理者）
第９条　事業主は、常時労働省令で定める数以上の短時間労働者を雇用する事業所ごとに、労働省令で定めるところにより、指針に定める事項その他の短時間労働者の雇用管理の改善等に関する事項を管理させるため、短時間雇用管理者を選任するように努めるものとする。
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）
第10条　労働大臣は、短時間労働者の雇用管理の改善等を図るため必要があると認めるときは、短時間労働者を雇用する事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。
　第２節　職業能力の開発及び向上等に関する措置
（職業訓練の実施等）
第11条　国、都道府県及び雇用・能力開発機構は、短時間労働者及び短時間労働者になろうとする者がその職業能力の開発及び向上を図ることを促進するため、短時間労働者、短時間労働者になろうとする者その他関係者に対して職業能力の開発及び向上に関する啓もう宣伝を行うように努めるとともに、職業訓練の実施について特別の配慮をするものとする。
（職業紹介の充実等）
第12条　国は、短時間労働者になろうとする者がその適性、能力、経験、技能の程度等にふさわしい職業を選択し、及び職業に適応することを容易にするため、雇用情報の提供、職業指導及び職業紹介の充実等必要な措置を講ずるように努めるものとする。
第４章　短時間労働援助センター
（指定等）
第13条　労働大臣は、短時間労働者の雇用管理の改善等の援助を行うことその他短時間労働者の福祉の増進を図ることを目的として設立された民法（明治29年法律第89号）第34条の法人であって、第15条に規定する業務に関し次に掲げる基準に適合すると認められるものを、その申請により、全国に一を限って、同条に規定する業務を行う者として指定することができる。
　一　職員、業務の方法その他の事項についての業務の実施に関する計画が適正なものであり、かつ、その計画を確実に遂行するに足りる経理的及び技術的な基礎を有すると認められること。
　二　前号に定めるもののほか、業務の運営が適正かつ確実に行われ、短時間労働者の雇用管理の改善等その他その福祉の増進に資すると認められること。
２　労働大臣は、前項の規定による指定をしたときは、同項の規定による指定を受けた者（以下「短時間労働援助センター」という。）の名称及び住所並びに事務所の所在地を公示しなければならない。
３　短時間労働援助センターは、その名称及び住所並びに事務所の所在地を変更しようとするときは､あらかじめ､その旨を労働大臣に届け出なければならない。
４　労働大臣は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなければならない。
（業　務）
第15条　短時間労働援助センターは、次に掲げる業務を行うものとする。
　一　短時間労働者の職業生活に関する調査研究を行うこと。
　二　事業主その他の関係者に対して、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する講習等を行うこと。
　三　短時間労働者の職業生活に関する情報及び資料を総合的に収集し、並びに短時間労働者、事業主その他の関係者に対して提供すること。
　四　次条第１項に規定する業務を行うこと。
　五　前各号に掲げるもののほか、短時間労働者の雇用管理の改善等の援助を行うための業務その他短時間労働者の福祉の増進を図るために必要な業務を行うこと。
（短時間労働援助センターによる短時間労働者福祉事業関係業務の実施）
第16条　労働大臣は、短時間労働援助センターを指定したときは、短時間労働援助センターに労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）第23条の労働福祉事業又は雇用保険法（昭和49年法律第116号）第64条の雇用福祉事業のうち次の各号のいずれかに該当するものに係る業務の全部又は一部を行わせるものとする。
　一　短時間労働者を雇用する事業主又はその事業主の団体に対して支給する給付金であって、労働省令で定めるものを支給すること。
　二　短時間労働者の雇用管理の改善等に関する技術的事項について、事業主その他の関係者に対して相談その他の援助を行うこと。
　三　短時間労働者に対して、その職業生活に関する事項について相談その他の援助を行うこと。
　四　短時間雇用管理者その他短時間労働者の雇用管理の改善等に関する事項を管理する者に対する研修を行うこと。　
　五　前各号に掲げるもののほか、短時間労働者の雇用管理の改善等を促進するために必要な事業その他短時間労働者の福祉の増進を図るために必要な事業を行うこと。
２　前項第一号の給付金に該当する労働者災害補償保険法第23条又は雇用保険法第64条の規定に基づく給付金の支給要件及び支給額は、労働省令で定めなければならない。
３　短時間労働援助センターは、第１項に規定する業務（以下「短時間労働者福祉事業関係業務」という。）の全部又は一部を開始する際、当該業務の種類ごとに、当該業務を開始する日及び当該業務を行う事務所の所在地を労働大臣に届け出なければならない。短時間労働援助センターが当該業務を行う事務所の所在地を変更しようとするときも、同様とする。
４　労働大臣は、第１項の規定により短時間労働援助センターに行わせる短時間労働者福祉事業関係業務の種類及び前項の規定による届出に係る事項を公示しなければならない。
（報　告）
第19条　短時間労働援助センターは、給付金業務を行う場合において当該業務に関し必要があると認めるときは、事業主に対し、必要な事項について報告を求めることができる。
第５章　雑　則
（雇用管理の改善等の研究等）
第31条　労働大臣は、短時間労働者がその有する能力を有効に発揮することができるようにするため、短時間労働者のその職域の拡大に応じた雇用管理の改善等に関する措置その他短時間労働者の雇用管理の改善等に関し必要な事項について、調査、研究及び資料の整備に努めるものとする。
（適用除外）
第32条　この法律は、国家公務員及び地方公務員並びに船員職業安定法（昭和23年法律第130号）第６条第１項に規定する船員については、適用しない。
（罰　則）
第33条　次の各号の一に該当する者は、20万円以下の罰金に処する。
　一　 第19条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者
　二　 第26条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規 定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者
第34条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同条の刑を科する。
第35条　第18条の規定により労働大臣の許可を受けなければならない場合において、その許可を受けなかったときは、その違反行為をした短時間労働援助センターの役員は、20万円以下の過料に処する。
附　則
（施行期日）
第１条　この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、第４章の規定及び第33条から第35条までの規定並びに附則第３条の規定及び附則第４条の規定（労働省設置法（昭和24年法律第162号）第４条第三号の改正規定及び同法第５条第四号の次に一号を加える改正規定に限る。）は、平成６年４月１日から施行する。
（検　討）
第２条　政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、この法律の規定の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
２　事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の
改善等のための措置に関する指針
平成11年２月８日
労働省告示第６号
第１　趣　旨
　この指針は、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律第３条第１項の事業主が講ずべき適正な労働条件の確保及び教育訓練の実施、福利厚生の充実その他の雇用管理の改善（以下「雇用管理の改善等」という。）のための措置に関し、その適切かつ有効な実施を図るために必要な事項を定めたものである。
	（ポイント）
 　指針は、パートタイム労働法第３条で事業主が講ずべきとされている適正な労働
 条件の確保及び教育訓練の実施、福利厚生の充実その他雇用管理の改善のための措
 置に関し、その適切かつ有効な実施を図るために必要な事項を定めるものとして、
 パートタイム労働法第８条に基づき定められたものです｡
	


第２　事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等のための措置
　事業主は、短時間労働者について、労働基準法（昭和22年法律第49号）、最低賃金法（昭和34年法律第137号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）等の労働者保護法令を遵守するとともに、その就業の実態、通常の労働者との均衡等を考慮して労働条件を定めるべきであるが、特に、次の点について適切な措置を講ずるべきである。
	（ポイント）
 　労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、労働者災害補償保険法等の労働者保
 護法令は原則として短時間労働者にも通常の労働者と同様に適用されますので、こ
 れらの法令を確実に遵守しなければなりません。また、労働条件は、短時間労働者
 の就業の実態、通常の労働者との均衡等を考慮して定めるべきですが、特に、以下
 の点については適切な措置を講じることが必要です。
	


１　短時間労働者の適正な労働条件の確保に関する措置　　指針第２の１
（１）労働条件の明示………………………………………………指針第２の１の（１）
　　イ　事業主は、短時間労働者に係る労働契約の締結に際し、当該短時間労働者に対して、労働基準法の定めるところにより、次に掲げる労働条件に関する事項を明らかにした文書を交付するものとする。
　　（イ）労働契約の期間
　　（ロ）就業の場所及び従事すべき業務
　　（ハ）始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を２組以上に分けて就業させる場合における就業時転換
　　（ニ）賃金（ロの（ロ）に定めるものを除く。以下この（ニ）において同じ。）の決定、計算及び支払の方法並びに賃金の締切り及び支払の時期
　　（ホ）退職
	（ポイント）
 　労働基準法第15条は、使用者に、労働者と労働契約を締結する際には、労働条件
を明示することを義務付けております。具体的に明示すべき労働条件は、労働基準法
施行規則第５条第１項において、
 　①　労働契約の期間に関する事項
 　②　就業の場所・従事すべき業務に関する事項
 　③　労働時間等に関する事項（始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働
     の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を２組以上に分けて就業させる場
     合における就業時転換に関する事項）
 　④　賃金に関する事項（退職金及び臨時に支払われる賃金等を除く賃金につい
     て、その決定・計算・支払方法、締切り・支払の時期、昇給に関する事項）
 　⑤　退職に関する事項
 　⑥　退職手当に関する事項（退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職
　　 手当の決定・計算・支払の方法、退職手当の支払の時期に関する事項）
 　⑦　臨時に支払われる賃金、賞与等に関する事項
 　⑧　労働者負担となる食費、作業用品代等に関する事項
 　⑨　安全・衛生に関する事項
 　⑩　職業訓練に関する事項
 　⑪　災害補償・業務外の傷病扶助に関する事項
 　⑫　表彰・制裁に関する事項
 　⑬　休職に関する事項
 と規定されております。このうち、①から⑤（ただし、昇給に関する事項を除く｡)
 については、必ず書面により明示しなければなりません。
 　短時間労働者（以下「パートタイマー」といいます。）に対する労働条件の明示
 については、口頭によるものが多く、また労働条件が個々の労働者の実情に応じて
 個別に設定されることが多いことから、雇い入れ後に労働条件をめぐるトラブルが
 生じることが少なくありません。
 　このため、指針においても、労働基準法の規定を踏まえ、事業主はパートタイム
 労働者に係る労働契約の締結に際し、当該労働者に対して、同法の定めるところに
 より労働条件に関する事項を明らかにした文書を交付する必要があることを規定し
	

	 ています。
	


　　ロ　事業主は、短時間労働者を雇い入れたときは、速やかに、当該短時間労働者に対して、次に掲げる労働条件に関する事項その他の労働条件に関する事項を明らかにした文書（雇入通知書）を交付するように努めるものとする。ただし、当該労働条件が、イにより交付する文書において、又は就業規則を交付することにより明らかにされている場合は、この限りでない。
　　（イ）昇給
　　（ロ）退職手当、臨時に支払われる賃金、賞与、一箇月を超える期間の出勤成績によって支給される精勤手当、一箇月を超える一定期間の継続勤務に対して支給される勤続手当及び一箇月を超える期間にわたる事由によって算定される奨励加給又は能率手当
　　（ハ）所定労働日以外の日の労働の有無
　　（ニ）所定労働時間を超えて、又は所定労働日以外の日に労働させる程度
　　（ホ）安全及び衛生
　　（ヘ）教育訓練
　　（ト）休職
	（ポイント）
 　パートタイム労働法第６条は、事業主は、パートタイマーを雇い入れたときに
 は、労働時間その他の労働条件のうち、労働基準法上書面により明示することが義
 務付けられていない事項等についても、文書を交付することにより明示するよう努
 めることを規定しています。
 　指針では、この文書を交付することにより明示するよう努めるべき労働条件に関
 する事項のうち、主要なものを具体的に示しています。
 　労働条件明示のためのモデル様式として、労働条件通知書（雇入通知書）が、90

 ページのように示されておりますので、ご活用ください。
	


（２）就業規則の整備………………………………………………指針第２の１の（２）
　　イ　短時間労働者を含め常時10人以上の労働者を使用する事業主は、労働基準法の定めるところにより、短時間労働者に適用される就業規則を作成するものとする。
	（ポイント）
 　労働基準法第89条は、パートタイマー等を含め常時10人以上の労働者を使用す
る使用者に対して、就業規則を作成することを義務付けています。就業規則におい
ては、パートタイマー等を含め、当該事業場のすべての労働者についてそれぞれの
労働条件が明確になるように定める必要があることから、指針において、パートタ
イマーを含め常時10人以上の労働者を使用する事業主はパートタイマーに適用され
る就業規則を作成するものと規定しています｡
 　なお、就業規則を作成し、又は変更したときは、労働基準法第90条の定めると
ころにより、次のロに示すように、労働組合等の意見を記載した書面を就業規則に
添えて当該事業所を管轄する労働基準監督署長に対して届け出なければなりませ
ん。
	


　　ロ　事業主は、短時間労働者に係る事項について就業規則を作成し、又は変更しようとするときは、当該事業所に、短時間労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、短時間労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては短時間労働者の過半数を代表する者（ハ及びニにおいて「過半数代表者」という。）の意見を聴くように努めるものとする。
	（ポイント）
 　労働基準法第90条は、就業規則の作成・変更について、当該事業場の労働者の
過半数で組織する労働組合等の意見を聴く旨規定しています。
 　パートタイマーに係る事項について就業規則を作成・変更した場合も、同様にこ
 の手続きがとられなければならないことはもちろんですが、パートタイマーに適用
 される就業規則の作成・変更に当たっては、これに加えて、その適用を受けるパー
 トタイマーの意見が反映されることが望ましいため、指針では、事業主は当該事業
 所において雇用するパートタイマーの過半数を代表すると認められる者の意見を聴
 くよう努めることを規定しています。
	


　　ハ　過半数代表者は、次のいずれにも該当する者とする。
　　（イ）労働基準法第41条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと。
　　（ロ）就業規則の作成又は変更に係る意見を事業主から聴取される者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であること。
　　ニ　事業主は、労働者が過半数代表者であること若しくは過半数代表者になろうとしたこと又は過半数代表者として正当な行為をしたことを理由として不利益な取扱いをしないようにするものとする。
	（ポイント）
 　パートタイマーの過半数代表者の選出方法を規定するとともに、事業主は､労働
 者がパートタイマーの過半数代表者であることを理由として、不利益な取扱いをし
 ないようにすることを規定しています。
	


（３）労働時間………………………………………………………指針第２の１の（３）
　　イ　事業主は、短時間労働者の労働時間及び労働日を定め、又は変更するに当たっては、当該短時間労働者の事情を十分考慮するように努めるものとする。
　　ロ　事業主は、短時間労働者について、できるだけ所定労働時間を超えて、又は所定労働日以外の日に労働させないように努めるものとする。
	（ポイント）
 　パートタイマーの多くは、家庭生活との両立等のため、短時間かつ自己の都合に
 合う一定の就業時間帯を前提として勤務しています。
 　このようなことから、指針では、
 ○　パートタイマーの労働時間や労働日を定めたり、変更するに当たっては､当該
   労働者の事情を十分考慮する。
 ○　パートタイマーには、できるだけ所定労働時間を超えて、又は所定労働日以外
   の日に労働させない。
 ように努めるものとしたものです。
	


（４）年次有給休暇…………………………………………………指針第２の１の（４）
　　　事業主は、短時間労働者に対して、労働基準法の定めるところにより、別表に定める日数の年次有給休暇を与えるものとする。
	（ポイント）
 　パートタイマーについても労働基準法の適用があり、年次有給休暇についても当
 然に適用があります。そのため、別表に示したとおり週所定労働時間や週所定労働
 日数に応じて年次有給休暇を与えなければなりません。
 　なお、年次有給休暇の付与に関して「継続勤務」の要件に該当するか否かについ
 ては、勤務の実態に即して判断すべきものですので、期間の定めのある労働契約を
 反復してパートタイマーを使用する場合、各々の労働契約期間の間に故意に数日の
 間隔をおいた後に更新するものもみられますが、その間隔が相当の期間でも、客観
 的に労働関係が断続していると認められる場合、継続勤務として通算されます。
  別表（第２の１の（４）関係）
	

	
	
	
	

	
	適用期間
	
	　雇入れの日から起算した継続勤務期間の区分に
応ずる年次有給休暇の日数
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間
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所
定労
働
時間
	
	
	
	
	

	
	
	
	短時間労
働者の週
所定労働
日数
	　短時間労働者の1年
　間の所定労働日数
 (週以外の期間によ
　って労働日数が定め
　られている場合)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	6箇
月
	1
年
6箇
月
	2
年
6箇
月
	3
年
6箇
月
	4
年
6箇
月
	5
年
6箇
月
	6
年
6箇
月
	7
年
6箇
月
	8
年
6箇
月
	9
年
6箇
月
以
上
	
	

	
	平成11
年
４月１日
	30時間以上
	10
日
	11
日
	12
日
	14
日
	15
日
	16
日
	17
日
	18
日
	19
日
	20
日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	５日以上
	217日以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	４日
	169日から216日
	 7
	 8
	 9
	10
	11
	12
	12
	13
	14
	15
	
	

	
	から平成
12年３
月
31日ま
で
	30時
間
未満
	
	まで
	日
	日
	日
	日
	日
	日
	日
	日
	日
	日
	
	

	
	
	
	３日
	121日から168日
まで
	 5
日
	 6
日
	 6
日
	 7
日
	 8
日
	 9
日
	 9
日
	10
日
	10
日
	11
日
	
	

	
	
	
	２日
	 73日から120日
まで
	 3
日
	 4
日
	 4
日
	 5
日
	 5
日
	 6
日
	 6
日
	 6
日
	 7
日
	 7
日
	
	

	
	
	
	１日
	 48日から 72日
まで
	 1
日
	 2
日
	 2
日
	 2
日
	 2
日
	 3
日
	 3
日
	 3
日
	 3
日
	 3
日
	
	

	
	平成12
年
４月１日
から平成
13年３
月
31日ま
で
	30時間以上
	10
日
	11
日
	12
日
	14
日
	16
日
	17
日
	18
日
	19
日
	   20日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	30時
間
未満
	５日以上
	217日以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	４日
	169日から216日
まで
	 7
日
	 8
日
	 9
日
	10
日
	12
日
	12
日
	13
日
	14
日
	   15日
	
	

	
	
	
	３日
	121日から168日
まで
	 5
日
	 6
日
	 6
日
	 7
日
	 9
日
	 9
日
	10
日
	10
日
	   11日
	
	

	
	
	
	２日
	 73日から120日
まで
	 3
日
	 4
日
	 4
日
	 5
日
	 6
日
	 6
日
	 6
日
	 7
日
	    7日
	
	

	
	
	
	１日
	 48日から 72日
まで
	 1
日
	 2
日
	 2
日
	 2
日
	 3
日
	 3
日
	 3
日
	 3
日
	    3日
	
	

	
	平成13
	30時間以上
	10
日
	11
日
	12
日
	14
日
	16
日
	18
日
	　　　　20日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	５日以上
	217日以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	年
４月１日
以降
	30時
間
未満
	４日
	169日から216日
まで
	 7
日
	 8
日
	 9
日
	10
日
	12
日
	13
日
	　　　　15日
	
	

	
	
	
	３日
	121日から168日
まで
	 5
日
	 6
日
	 6
日
	 7
日
	 9
日
	10
日
	　　　　11日
	
	

	
	
	
	２日
	 73日から120日
まで
	 3
日
	 4
日
	 4
日
	 5
日
	 6
日
	 6
日
	　　　　 7日
	
	

	
	
	
	1日
	 48日から 72日
まで
	 1
日
	 2
日
	 2
日
	 2
日
	 3
日
	 3
日
	         3日
	
	

	
	備考　上に掲げるもののほか、所要の経過措置が労働基準法の一部を改正する法律（平成
10年法律第112号)、労働基準法の一部を改正する法律の施行に伴う年次有給休暇に関す
る経過措置に関する政令（平成11年政令第15号）及び労働基準法の一部を改正する法律
の施行に伴う関係省令の整備に関する省令（平成10年労働省令第45号）において定めら
れている。
	
	

	
	
	
	

	
	


（５）期間の定めのある労働契約…………………………………指針第２の１の（５）
　　イ　事業主は、期間の定めのある労働契約の更新により１年を超えて引き続き使用するに至った短時間労働者について、労働契約の期間を定める場合には、当該期間をできるだけ長くするように努めるものとする。ただし、当該期間は１年（満60歳以上の短時間労働者との契約については３年）を超えないものとする。
ロ　事業主は、期間の定めのある労働契約の更新により１年を超えて引き続き短時間労働者を使用するに至った場合であって当該労働契約を更新しないときは、少なくとも30日前に更新しない旨を予告するように努めるものとする。
（６）解雇の予告……………………………………………………指針第２の１の（６）
　　イ　事業主は、短時間労働者を解雇しようとする場合においては、労働基準法の定めるところにより、少なくとも30日前にその予告をするものとする。30日前に予告をしない事業主は、30日分以上の平均賃金を支払うものとする。
　　ロ　イの予告の日数は、１日について平均賃金を支払った場合においては、その日数を短縮することができるものとする。
	（ポイント）
 　パートタイマーの多くは、事業所に恒常的に存在する業務に従事しており､労働
 契約に期間の定めがある場合にも大半は短期の契約が反復更新され、結果として相
 当年数の勤務となっております。このような場合、労働者に雇用の継続に関し無用
 な不安を与える面もあることから、
 　○　労使において労働契約に期間の定めを設ける特段の必要性がないと認める場
 　　合には､期間の定めのないパートタイマーとして使用することが望ましいこと｡
 　○　契約期間を定める場合は、１年（満60歳以上のパートタイマーとの契約に
　　ついては３年）を超えない範囲内で、できるだけ長くすること。
 　○　期間の定めのある労働契約の反復更新によって実質上期間の定めのない労働
 　　関係になった場合には、パートタイマーにも労働基準法第20条（解雇予告）
　　 が適用されることはもちろんですが、同条が適用されない場合においても、事
　　 業主の更新拒絶により労働契約が突然終了することによって被るパートタイマ
　　 ーの不利益を緩和することが望ましいことから、契約を更新することなく、期
　　 間の満了によって契約を終了させようとするときは、少なくとも30日前に更
　　 新しない旨を予告する。
 ように努めることが求められます。
 　なお、パートタイマーを解雇する場合にも、原則として、少なくとも30日前に
 予告しなければなりません（労働基準法第20条）。
	


（７）退職時の証明…………………………………………………指針第２の１の（７）
　　　事業主は、短時間労働者が、退職の場合において、使用期間、業務の種類、その事業における地位、賃金又は退職の事由（退職の事由が解雇の場合にあっては、その理由を含む。）について証明書を請求した場合においては、労働基準法の定めるところにより、遅滞なくこれを交付するものとする。
	（ポイント）
 　退職をめぐる労使間のトラブルが増え、特に会社側の解雇の意思表示が十分に労
 働者に伝わっていないことが原因で労使間のトラブルに発展するケースが多い状況
 にあります。このようなことから、解雇や退職をめぐる紛争を防止し、労働者の再
 就職活動に資するため、労働基準法第22条は、使用者に対して、退職時の証明を義
 務付けています。指針においても、この規定を踏まえ、パートタイマーについて、
 事業主に退職時の証明を求めています｡
 　退職証明に関するモデル様式として、退職証明書が94ページのように示されてい
 ますので、活用してください。
	


（８）賃金、賞与及び退職金………………………………………指針第２の１の（８）
　　　事業主は、短時間労働者の賃金、賞与及び退職金については、その就業の実態、通常の労働者との均衡等を考慮して定めるように努めるものとする。
	（ポイント）
 　事業主は、パートタイマーの賃金、賞与及び退職金については、その就業の実
 態、通常の労働者との均衡等を考慮して定めるように努めるとしたものです。
 　「その就業の実態」には、業務の内容（困難度、複雑度等を含む｡)、労働時間
（所定労働時間の長さ及び時間帯）、所定外労働の有無、配置転換の有無、契約期
 間、勤務年数、職業能力（技能熟練度、専門的知識の有無、免許・資格の有無等を
 含む。）等が含まれています。
	


（９）健康診断………………………………………………………指針第２の１の（９）
　　　事業主は、短時間労働者に対して、労働安全衛生法の定めるところにより、次に掲げる健康診断を実施するものとする。
　　イ　常時使用する短時間労働者に対し、雇入れの際に行う健康診断及び１年以内ごとに１回、定期に行う健康診断
　　ロ　深夜業を含む業務等に常時従事する短時間労働者に対し、当該業務への配置替えの際に行う健康診断及び６月以内ごとに１回、定期に行う健康診断
　　ハ　一定の有害な業務に常時従事する短時間労働者に対し、雇入れ又は当該業務に配置替えの際及びその後定期に行う特別の項目についての健康診断
　　ニ　その他必要な健康診断
	（ポイント）
 　パートタイマーに対する労働安全衛生法上の健康診断に関する取扱いの一層の明
 確化を図るため、事業主が、パートタイマーに対し、労働安全衛生法第66条の定
 めるところにより実施すべき健康診断及びその実施時期等について示したもので
 す。
 　この場合において、「常時使用する短時間労働者」とは、次のイ及びロのいずれ
 の要件も満たす者です。
 　イ　期間の定めのない労働契約により使用される者（期間の定めのある労働契約
 　　により使用される者であって、当該契約の更新により１年（労働安全衛生規則
 　　第45条において引用する同規則第13条第１項第２号の掲げる業務に従事する
     パートタイマーにあっては６月。ロにおいて同じ。）以上使用されることが予
     定されている者及び当該労働契約の更新により１年以上引き続き使用されてい
     る者を含む。）であること。
 　ロ　その者の１週間の労働時間数が当該事業所において同種の業務に従事する通
 　　常の労働者の１週間の所定労働時間数の４分の３以上であること｡
 　なお、１週間の労働時間数が当該事業所において同種の業務に従事する通常の労
 働者の１週間の所定労働時間数の４分の３未満であるパートタイマーであってもイ
 の要件に該当し、１週間の労働時間数が、当該事業所において同種の業務に従事す
 る通常の労働者の１週間の所定労働時間がおおむね２分の１以上である者に対して
 も一般健康診断を実施することが望ましいこととされています。
 　また、「中小企業短時間労働者雇用管理改善等助成金」では、事業主が次の①か
 ら④の健康診断をパートタイマー（ただし、①②の健康診断については、１週間の
 所定労働時間が同一の事業所に雇用される同種の業務に従事する通常の労働者の１
 週間の所定労働時間の４分の３未満のパートタイマーに限る。）に対して行った場
 合に助成されますので、詳細については、お近くの（財）21世紀職業財団地方事
 務所にお問い合わせください。
 　　①　雇入時健康診断
 　　②　定期健康診断
 　　③　人間ドック
 　　④　生活習慣病予防検診
	

	
	


（10）妊娠中及び出産後における措置……………………………指針第２の１の（10）
　　　事業主は、妊娠中及び出産後１年以内の短時間労働者に対し、労働基準法及び雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）の定めるところにより、次に掲げる措置を講ずるものとする。
　　イ　産前及び産後の休業の措置
　　ロ　健康診査等を受けるために必要な時間の確保及び健康診査等に基づく医師等の指導事項を守ることができるようにするために必要な措置
　　ハ　その他必要な措置
	（ポイント）
 　妊娠中及び出産１年以内のパートタイマーに対し、事業主は、労働基準法及び男
 女雇用機会均等法の定めるところにより、産前及び産後の一定期間就業させないこ
 と、健康診査等を受けるために必要な時間の確保及び健康診査等に基づく医師等の
 指導事項を守ることができるようにするために必要な措置等を講ずるものとする規
 定を設けたものです。
	


２　短時間労働者の教育訓練の実施、福利厚生の充実その他の雇用管理の改善
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………指針第２の２
（１）教育訓練の実施………………………………………………指針第２の２の（１）
　　　事業主は、短時間労働者の職業能力の開発及び向上等を図るための教育訓練については、その就業の実態に応じて実施するように努めるものとする。
（２）福利厚生施設…………………………………………………指針第２の２の（２）
　　　事業主は、給食、医療、教養、文化、体育、レクリエーション等の施設の利用について、短時間労働者に対して通常の労働者と同様の取扱いをするように努めるものとする。
（３）育児休業及び介護休業に関する制度等……………………指針第２の２の（３）
　　　事業主は、短時間労働者について、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）の定めるところにより、次に掲げる措置を講ずるものとする。
　　イ　育児休業又は介護休業に関する制度（日々雇用される者及び期間を定めて雇用される者に対するものを除く。）
　　ロ　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する者又は要介護状態にある家族を介護する者に対する深夜業の制限の措置（日々雇用される者に対するものを除く。）
　　ハ　一歳に満たない子を養育する者又は要介護状態にある家族を介護する者に対する勤務時間の短縮等の措置（日々雇用される者に対するものを除く。）
（４）雇用保険の適用………………………………………………指針第２の２の（４）
　　　事業主は、雇用保険の被保険者に該当する短時間労働者について、雇用保険法（昭和49年法律第116号）の定めるところにより、必要な適用手続をとるものとする。
	（ポイント）
 　雇用保険の被保険者となるパートタイマーは、次の要件すべてを満たす労働者で
 す。
 　　①　１週間の所定労働時間が20時間以上であること
 　　②　１年以上引き続き雇用されることが見込まれること
 　　③　年収が90万円以上あると見込まれること
 　　（65歳以降新たに雇用された方は、被保険者にはなりません。）
 　また、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害又は死亡に対して
 迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行う制度として設けられている
 労働者災害補償保険（労災保険）は、パートタイマーであっても適用されます。
	


（５）高年齢者の短時間労働の促進………………………………指針第２の２の（５）
　　　事業主は、短時間労働者を希望する高年齢者に適当な雇用の場を提供するように努めるものとする。
（６）通常の労働者への応募機会の付与等………………………指針第２の２の（６）
　　　事業主は、通常の労働者を募集しようとするときは、現に雇用する同種の業務に従事する短時間労働者に対し、あらかじめ当該募集を行う旨及び当該募集の内容を周知させるとともに、当該短時間労働者であって通常の労働者として雇用されることを希望する者に対し、これに応募する機会を優先的に与えるよう努めるものとする。
３　所定労働時間が通常の労働者とほとんど同じ労働者の取扱い………指針第２の３
　　事業主は、所定労働時間が通常の労働者とほとんど同じ短時間労働者のうち通常の労働者と同様の就業の実態にあるにもかかわらず、処遇又は労働条件等について通常の労働者と区別して取り扱われているものについては、通常の労働者としてふさわしい処遇をするように努めるものとする。
	（ポイント）
 　「所定労働時間が通常の労働者とほとんど同じ短時間労働者」とは、所定労働時
 間が通常の労働者の所定労働時間と比べ短いものの、その程度が１割から２割程度
 までに至らないパートタイマーのことをいいます。このようなパートタイマーのう
 ち、通常の労働者と同様の就業の実態にあるにもかかわらず、処遇や、労働条件等
 の面で通常の労働者と区別して取り扱われる者については、その名称によることな
 く実態に即して通常の労働者としてふさわしい処遇をするよう努めてください。
	


４　短時間雇用管理者の選任等……………………………………指針第２の４
（１）短時間雇用管理者の選任……………………………………指針第２の４の（１）
　　　事業主は、常時10人以上の短時間労働者を雇用する事業所ごとに、短時間雇用管理者を選任し、次に掲げる業務を担当させるよう努めるものとする。
　　イ　本指針に定める事項その他の短時間労働者の雇用管理の改善等に関する事項について、事業主の指示に基づき必要な措置を検討し、実施すること。
　　ロ　短時間労働者の労働条件等に関し、短時間労働者の相談に応ずること。
	（ポイント）
 　パートタイム労働法第９条の短時間雇用管理者の選任及び同管理者により適切な
 業務の運営を図る観点から、短時間雇用管理者の選任等に関する規定を設けたもの
 です。
 　イの業務には、必要に応じ関係行政機関との連携を行うことが含まれ、また、ロ
 の業務には、パートタイマーの就業環境に関する事項等に係る相談が含まれます。
	


（２）短時間雇用管理者の氏名の周知……………………………指針第２の４の（２）
　　　事業主は、短時間雇用管理者を選任したときは、当該短時間雇用管理者の氏名を事業所の見やすい場所に掲示する等により、その雇用する短時間労働者に周知させるよう努めるものとする。
	（ポイント）
 　短時間雇用管理者の氏名の周知の方法としては、短時間雇用管理者の氏名及び短
 時間雇用管理者である旨を事業所の見やすい場所に掲示することのほか、例えば、
 これらの事項を書面に記載しパートタイマーに交付することでも差し支えありませ
 ん。
	


３　労働条件通知書（モデル様式）
労働条件通知書（雇入通知書）
	                                                    　　　　　　　　　　  年　　月　　日
 　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　事業場名称・所在地
　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(使用者職氏名,　　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	  eq \o\ad(契約期間,　　　　　　　　　)
	 期間の定めなし、期間の定めあり（ 　　年　 月 　日～　 　年 　月 　日）
	

	 就業の場所
	
	

	 従事すべき
 業務の内容
	
	

	 始業、終業
 の時刻、休
 憩時間、就
 業時転換
 ((1)～(5)の
 うち該当す
 るもの一つ
 に○を付け
 ること。)､
 所定時間外
 労働の有無
 に関する事
 項
	 1　始業・終業の時刻等
　(1) 始業（　　時　　分）終業（　　時　　分）
　【以下のような制度が労働者に適用される場合】
　(2) 変形労働時間制等；(　) 単位の変形労働時間制・交替制として、
　　次の勤務時間の組み合わせによる。
         始業 (　　時　　分) 終業 (　　時　　分)(適用日　　　　　　)
         始業 (　　時　　分) 終業 (　　時　　分)(適用日　　　　　　)
         始業 (　　時　　分) 終業 (　　時　　分)(適用日　　　　　　)
　(3)　ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。
　　　　　　　　　　　　　（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 　時 　分から
　　　　　　　　　　　　　　時 　分、（終業） 　時 　分から 　時 　分、
　　　　　　　　　　　　　　ｺｱﾀｲﾑ 　時 　分から 　時 　分）
　(4)　事業場外みなし労働時間制；始業（　 時 　分）終業（ 　時 　分）
　(5)　裁量労働制；始業（　　時　　分）終業（　　時　　分）を基本とし、労働者
　　 の決定に委ねる。
	

	
	 ○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条、第　条～第　条
 2　休憩時間（　　　　）分
 3　所定時間外労働（　有（１週　時間、１か月　時間、１年　時間），無）
 4　休日労働（有（１か月　　日、１年　　日）、無）
	

	 休　　　日
	・定例日；毎週　曜日、国民の祝日、その他（　　　　　　　　　　　　　　　 　）
・非定例日；週・月当たり　日、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）
・１年単位の変形労働時間制の場合－年間　日
（勤務日）
 毎週（　　　　　　 ）、その他（　　　　　　　 ）
 ○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条
	

	 休　　　暇
	 1　年次有給休暇　６か月継続勤務した場合→　　　日
　　　　　　　　　継続勤務６か月以内の年次有給休暇（有　，無)
　　　　　　　　　→　　か月経過で　　日
 2　その他の休暇　有給（　　　　　　　　　　 　）
　　　　　　　　　無給（　　　　　　　　　　 　）
 ○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条
	


（次頁に続く）
	 賃　　　金
	 1　基本賃金　イ　月給 (　　　　　円)、ロ　日給 (　　　　　　 円)
　　　　　　　ハ　時間給 (　　　　円)、
　　　　　　　ニ　出来高給 (基本単価　　　　円、保障給　　　　円)
　　　　　　　ホ　その他 (　　　　円)
　　　　　　　ヘ　就業規則に規定されている賃金等級等
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 2　諸手当の額又は計算方法
　　イ（　　手当　　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　　　 　　　）
　　ロ（　　手当　　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　　　 　　　）
　　ハ（　　手当　　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　　　 　　　）
　　ニ（　　手当　　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　　　 　　　）
 3　所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率
　　イ　所定時間外　法定超（　　）％、所定超（　　）％、
　　ロ　休日　法定休日（　　）％、法定外休日（　　）％、
　　ハ　深夜（　　）％
 4　賃金締切日（　　）―毎月　日、（　　）―毎月　日
 5　賃金支払日（　　）―毎月　日、（　　）―毎月　日
	

	
	
	
	
	

	
	
	 6　労使協定に基づく賃金支払時の控除（無　，　有（　　　　　　　　　））
 7　昇給（時期等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
 8　賞与（　有（時期、金額等　　　　　　　　　　　　　　　　 　），無 ）
 9　退職金（　有（時期、金額等　　　　　　　　　　　　　　　 　），無 ）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	 退職に関す
 る事項
	 1　定年制（　有（　　歳），　無 ）
 2　自己都合退職の手続（退職する　　日以上前に届け出ること）
 3　解雇の事由及び手続
	

	
	  〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  〕
 ○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条
	

	  eq \o\ad(その他,　　　　　　　　　)
	 ・社会保険の加入状況（厚生年金　健康保険　厚生年金基金
　　　　　　　　　　　 その他（ 　　　）
 ・雇用保険の適用（　有 ，　無　）
 ・その他
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	 ・具体的に適用される就業規則名（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	


※　本通知書の交付は、労働基準法第15条に基づく労働条件の明示及び短時間労働者の雇用管理の改善
　等に関する法律第６条に基づく文書（雇入通知書）の交付を兼ねるものであること。
【記載要領】
１．労働条件通知書は、当該労働者の労働条件の決定について権限を持つ者が作成し、本人に交付すること。
２．各欄において複数項目の一つを選択する場合には、該当項目に○をつけること。
３．下線部、破線内及び二重線内の事項以外の事項は、書面の交付により明示することが労働基準法により義務付けられている事項であること。また、退職金に関する事項、臨時に支払われる賃金等に関する事項、労働者に負担させるべきものに関する事項、安全及び衛生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事項については、当該事項を制度として設けている場合には口頭又は書面により明示する義務があること。
４．労働契約期間については、労働基準法に定める範囲内とすること。
５．「就業の場所」及び「従事すべき業務の内容」の欄については、雇入れ直後のものを記載することで足りるが、将来の就業場所や従事させる業務を併せ網羅的に明示することは差し支えないこと。
６．「始業、終業の時刻、休憩時間、就業時転換、所定時間外労働の有無に関する事項」の欄については、当該労働者に適用される具体的な条件を明示すること。また、変形労働時間制、フレックスタイム制、裁量労働制等の適用がある場合には、次に留意して記載すること。
　・変形労働時間制：適用する変形労働時間制の種類（１年単位、１か月単位等）を記載すること。その際、交替制でない場合、「・交替制」を＝で抹消しておくこと。
　・フレックスタイム制：コアタイム又はフレキシブルタイムがある場合はその時間帯の開始及び終了の時刻を記載すること。コアタイム及びフレキシブルタイムがない場合、かっこ書きを＝で抹消しておくこと。
　・事業場外みなし労働時間制：所定の始業及び終業の時刻を記載すること。
　・裁量労働制：基本とする始業・終業時刻がない場合、「始業……………を基本とし、」の部分を＝で抹消しておくこと。
　・交替制：シフト毎の始業・終業の時刻を記載すること。また、変形労働時間制でない場合、「（　　）単位の変形労働時間制・」を＝で抹消しておくこと。
７．「休日又は勤務日」の欄については、所定休日又は勤務日について曜日又は日を特定して記載すること。
８．「休暇」の欄については、年次有給休暇は６か月間継続勤務し、その間の出勤率が８割以上であるときに与えるものであり、その付与日数を記載すること。
　　また、その他の休暇については、制度がある場合に有給、無給別に休暇の種類、日数（期間等）を記載すること。
９．前記６、７及び８については、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、所定時間外労働の有無以外の事項については、勤務の種類ごとの始業及び終業の時刻、休日等に関する考え方を示した上、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的に示すことで足りるものであること。
10．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。ただし、就業規則に規定されている賃金等級等により賃金額を確定し得る場合、当該等級等を明確に示すことで足りるものであること。
　・　法定超えとなる所定時間外労働については２割５分、法定休日労働については３割５分、深夜労働については２割５分、法定超えとなる所定時間外労働が深夜労働となる場合については５割、法定休日労働が深夜労働となる場合については６割以上の割増率とすること。
　・　破線内の事項は、制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。
11．「退職に関する事項」の欄については、退職の事由及び手続、解雇の事由等を具体的に記載すること。この場合、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的に示すことで足りるものであること。
　　なお、定年制を設ける場合は、60歳を下回ってはならないこと。
12．「その他」の欄については、当該労働者についての社会保険の加入状況及び雇用保険の適用の有無のほか、労働者に負担させるべきものに関する事項、安全及び衛生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事項等を制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。
13．各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で就業規則を交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しないこと。
　＊　この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様式どおりとする必要はないこと。
４　退職証明書（モデル様式）
退　職　証　明　書
	 　　　　　　　　　　　　　　殿
 　以下の事由により、あなたは当社を　　　年　　　月　　　日に退職したこと
 を証明します。
                                                           年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　事業主氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(使用者職氏名,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	　①　あなたの自己都合による退職（②を除く。）
　②　当社の勧奨による退職
　③　定年による退職
　④　契約期間の満了による退職
　⑤　移籍出向による退職
  ⑥　その他（具体的には　　　　　　　　）による退職
　⑦　解雇（別紙の理由による。）
	


※　該当する番号に○を付けること。
※　解雇された労働者が解雇の理由を請求しない場合には、⑦の「(別紙の理由によ   る。)」を二重線で消し、別紙は交付しないこと。
別　紙　
	 ア　天災その他やむを得ない理由（具体的には、
 　　　　　　によって当社の事業の継続が不可能になったこと。）による解雇
 イ　事業縮小等当社の都合（具体的には、当社が、
                                             となったこと。）による解雇
 ウ　職務命令に対する重大な違反行為（具体的には、あなたが
                                                 したこと。）による解雇
 エ　業務について不正な行為（具体的には、あなたが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 したこと。）による解雇
 オ　相当長期間にわたる無断欠勤をしたこと等勤務不良であること（具体的に
　 は、あなたが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　したこと。）による解雇
	

	 カ　その他（具体的には、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）による解雇
	


　※　該当するものに○を付け、具体的な理由等を（　）の中に記入すること。
５　事業主が職場における性的な言動に起因する問題に
関して雇用管理上配慮すべき事項についての指針
（平成11年４月１日適用）
１　はじめに
　　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を図るためには、職場において行われる性的な言動に対する女性労働者の対応により当該女性労働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により女性労働者の就業環境が害されること（以下「職場におけるセクシュアルハラスメント」という。）がないようにすることが必要である。
　　しかしながら、現状では、職場におけるセクシュアルハラスメントの内容についての事業主や労働者の理解が十分ではなく、また、その防止のための措置を講じている事業主が少ない状況にある。また、職場におけるセクシュアルハラスメントに係る状況等が多様であることから、事業主が職場におけるセクシュアルハラスメントが生じないよう雇用管理上配慮をするに当たっては、その状況等に応じて最も適切な措置を講ずることが重要である。
　　この指針は、こうしたことを踏まえ、職場におけるセクシュアルハラスメントの内容を示すとともに、事業主が雇用管理上配慮すべき事項を定めるものである。
２　職場におけるセクシュアルハラスメントの内容
（１）職場におけるセクシュアルハラスメントには、職場において行われる性的な言動に対する女性労働者の対応により当該女性労働者がその労働条件につき不利益を受けるもの（以下「対価型セクシュアルハラスメント」という。）と、当該性的な言動により女性労働者の就業環境が害されるもの（以下「環境型セクシュアルハラスメント」という。）がある。
（２）「職場」とは、事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所を指し、当該労働者が通常就業している場所以外の場所であっても、当該労働者が業務を遂行する場所については、「職場」に含まれる。例えば、取引先の事務所、取引先と打合せをするための飲食店、顧客の自宅等であっても、当該労働者が業務を遂行する場所であればこれに該当する。
（３）「性的な言動」とは、性的な内容の発言及び性的な行動を指し、この「性的な内容の発言」には、性的な事実関係を尋ねること、性的な内容の情報を意図的に流布すること等が、「性的な行動」には、性的な関係を強要すること、必要なく身体に触ること、わいせつな図画を配布すること等が、それぞれ含まれる。
（４）「対価型セクシュアルハラスメント」とは、職場において行われる女性労働者の意に反する性的な言動に対する女性労働者の対応により、当該女性労働者が解雇、降格、減給等の不利益を受けることであって、その状況は多様であるが、典型的な例として、次のようなものがある。
　　　①　事務所内において事業主が女性労働者に対して性的な関係を要求したが、拒否されたため、当該女性労働者を解雇すること。
　　　②　出張中の車中において上司が女性労働者の腰、胸等に触ったが、抵抗されたため、当該女性労働者について不利益な配置転換をすること。
　　　③　営業所内において事業主が日頃から女性労働者に係る性的な事柄について公然と発言していたが、抗議されたため、当該女性労働者を降格すること。
（５）「環境型セクシュアルハラスメント」とは、職場において行われる女性労働者の意に反する性的な言動により女性労働者の就業環境が不快なものとなったため、能力の発揮に重大な悪影響が生じる等当該女性労働者が就業する上で看過できない程度の支障が生じることであって、その状況は多様であるが、典型的な例として、次のようなものがある。
　　　①　事務所内において事業主が女性労働者の腰、胸等に度々触ったため、当該女性労働者が苦痛に感じてその就業意欲が低下していること。
　　　②　同僚が取引先において女性労働者に係る性的な内容の情報を意図的かつ継続的に流布したため、当該女性労働者が苦痛に感じて仕事が手につかないこと。
　　　③　女性労働者が抗議をしているにもかかわらず、事務所内にヌードポスターを掲示しているため、当該女性労働者が苦痛に感じて業務に専念できないこと。
３　雇用管理上配慮すべき事項
　　職場におけるセクシュアルハラスメントを防止するため、事業主は、雇用管理上次の事項について配慮をしなければならない。
（１）事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
　　　事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメントに関する方針を明確化し、労働者に対してその方針の周知・啓発をすることについて配慮をしなければならない。
　　　（事業主の方針の明確化及びその周知・啓発について配慮をしていると認められる例）
　　　①　社内報、パンフレット等広報又は啓発のための資料等に職場におけるセクシュアルハラスメントに関する事項を記載し、配布すること。
　　　②　服務上の規律を定めた文書に職場におけるセクシュアルハラスメントに関する事項を記載し、配布又は掲示すること。
　　　③　就業規則に職場におけるセクシュアルハラスメントに関する事項を規定すること。
　　　④　労働者に対して職場におけるセクシュアルハラスメントに関する意識を啓発するための研修、講習等を実施すること。
　　なお、周知・啓発をするに当たっては、職場におけるセクシュアルハラスメントの防止の効果を高めるため、その発生の原因や背景について労働者の理解を深めることが重要である。
（２）相談・苦情への対応
　　　事業主は、相談・苦情への対応のための窓口を明確にすることについて配慮をしなければならない。また、事業主は、相談・苦情に対し、その内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応することについて配慮をしなければならない。
　　 （相談・苦情への対応のための窓口を明確にすることについて配慮をしていると認められる例）
　　　①　相談・苦情に対応する担当者をあらかじめ定めておくこと。
　　　②　苦情処理制度を設けること。
　　 　　（相談・苦情に対し、その内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応することについて配慮をしていると認められる例）
　　　①　相談・苦情を受けた場合、人事部門との連携等により円滑な対応を図ること。
　　　②　相談・苦情を受けた場合、あらかじめ作成したマニュアルに基づき対応すること。
　　なお、事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメントが現実に生じている場合だけでなく、その発生のおそれがある場合や、職場におけるセクシュアルハラスメントに該当するか否か微妙な場合であっても、相談・苦情に対応することが必要である。
（３）職場におけるセクシュアルハラスメントが生じた場合における事後の迅速かつ適切な対応
　　　事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメントが生じた場合において、その事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認することについて配慮をしなければならない。また、事業主は、その事案に適正に対処することについて配慮をしなければならない。
　　 （事実関係を迅速かつ正確に確認することについて配慮をしていると認められる例）
　　　①　相談・苦情に対応する担当者が事実関係の確認を行うこと。
　　　②　人事部門が直接事実関係の確認を行うこと。
　　　③　相談・苦情に対応する担当者と連携を図りつつ、専門の委員会が事実関係の確認を行うこと。
　　 　（事案に適正に対処することについて配慮をしていると認められる例）
　　　①　事案の内容や状況に応じ、配置転換等の雇用管理上の措置を講ずること。
　　　②　就業規則に基づく措置を講ずること。
４　その他
（１）事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメントに係る女性労働者等の情報が当該女性労働者等のプライバシーに属するものであることから、その保護に特に留意するとともに、その旨を女性労働者等に対して周知する必要がある。
（２）事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメントに関して、女性労働者が相談をし、又は苦情を申し出たこと等を理由として、当該女性労働者が不利益な取扱いを受けないよう特に留意するとともに、その旨を女性労働者に対して周知する必要がある。
６　育児・介護休業、育児・介護のための深夜業の
制限及び育児・介護短時間勤務に関する規程
　（目　的）
第１条　　　パートタイマー就業規則第○○条及び第○○条に基づく育児休業、育児のための深夜業の制限及び育児短時間勤務並びに介護休業、介護のための深夜業の制限及び介護短時間勤務に関する取扱いについては育児・介護休業法その他の法令に定めるところによるほか、本規程の定めるところによる。
　　　　　　なお、休業の申出等に必要な届出の様式、証明書等については、別途会社の定めるところによる。
　（休業の対象者）
第２条　１　育児休業は、１歳に満たない子と同居し、養育する者であって、日雇パートタイマー及び期間契約パートタイマー並びに育児・介護休業に関する労使協定により育児休業の対象から除外されている者を除く者とする。
　　　　２　介護休業は、要介護状態にある家族を介護する者であって、日雇パートタイマー及び期間契約パートタイマー並びに育児・介護休業に関する労使協定により介護休業の対象から除外されている者を除く者とする。
　（育児休業の期間等）
第３条　１　育児休業の期間は、原則として、子が１歳に達するまでを限度として育児休業申出があった期間とする。
　　　　２　１にかかわらず、会社は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「育児・介護休業法」という。）の定めるところにより休業開始予定日の指定を行うことができる。
　　　　３　パートタイマーは、会社に、休業開始予定日の１週間前までに申し出ることにより、休業開始予定日の繰り上げ変更を、また、育児休業を終了しようとする日（以下「休業終了予定日」という。）の１か月前までに申し出ることにより、休業終了予定日の繰り下げ変更を行うことができる。
　　　　４　パートタイマーが休業終了予定日の繰り上げ変更を希望する場合には、会社に申し出るものとし、会社がこれを適当と認めた場合には、原則として繰り上げた休業終了予定日の１週間前までに、本人に通知する。
　　　　５　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、当該育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。
　　　　（１）子の死亡等育児休業に係る子を養育しないこととなった場合
　　　　　　　当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から２週間以内であって、会社と本人が話し合いの上決定した日とする。）
　　　　（２）育児休業に係る子が１歳に達した場合
　　　　　　　子が１歳に達した日
　　　　（３）申出者について産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業期間が始まった場合
　　　　　　　産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業の開始日の前日
　　　　（４）配偶者が第２条の育児・介護休業に関する労使協定により除外する者に該当することとなった場合
　　　　　　　原則としてその事由が生じた日から２週間以内であって会社が指定した日
　　　　６　５（１）又は（４）の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に会社にその旨を通知しなければならない。
　（介護休業の期間等）
第４条　１　介護休業の期間は、介護を必要とする者１人につき、原則として、連続する３か月の範囲（介護休業開始予定日から起算し、その翌日から起算して３か月を経過する日までをいう。以下同じ。）内で、介護休業申出があった期間とする。
　　　　　　ただし、同一家族について、第12条に規定する介護短時間勤務の適用を受けた場合は、その適用を受けた初日の翌日から起算して３か月を経過する日までを原則とする。
　　　　２　パートタイマーは、介護休業を終了しようとする日（以下「介護休業終了予定日」という。）の２週間前までに会社に申し出ることにより、介護休業終了予定日の繰り下げ変更を行うことができる。
　　　　　　この場合において、介護休業開始予定日から変更後の介護休業終了予定日までの期間は３か月の範囲を超えないことを原則とする。
　　　　３　パートタイマーが介護休業終了予定日の繰り上げ変更を希望する場合には、変更後の介護休業終了予定日の２週間前までに会社に申し出るものとし、会社がこれを適当と認めた場合には、速やかに本人に通知する。
　　　　４　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、介護休業は終了するものとし、当該介護休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。
　　　　（１）家族の死亡等介護休業に係る家族を介護しないこととなった場合当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から２週間以内であって、会社と本人が話し合いの上決定した日とする。）
　　　　（２）申出者について、産前産後休業、育児休業又は新たな介護休業が始まった場合
　　　　　　　産前産後休業、育児休業又は新たな介護休業の開始日の前日
　　　　５　４（１）の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に会社にその旨を通知しなければならない。
　（賃金等の取扱い）
第５条　１　休業の期間については、基本給その他の月毎に支払われる賃金は支給しない。
　　　　２　賞与については、その算定対象期間に休業をした期間が含まれる場合には、出勤日数により日割りで計算した額を支給する。
　　　　３　定期昇給は、休業の期間中は行わないものとするが、復職後の賃金は、休業前の賃金を下回らないものとする。
　　　　４　退職金の算定に当たっては、休業をした期間を勤務したものとして勤続年数を計算するものとする。
　（社会保険料の取扱い）
第６条　１　育児休業中のパートタイマーは、育児休業期間中の社会保険料の被保険者負担分の免除の申出をする場合は、「健康保険・厚生年金保険育児休業保険料免除申出書」により、会社に申し出るものとする。
　　　　　　ただし、申出が行われない場合は、会社は、各月に会社が納付した額を翌月○○日までにパートタイマーに請求するものとし、パートタイマーは会社が指定する日までに支払うものとする。
　　　　２　介護休業により賃金が支払われない月における社会保険料の被保険者負担分は、各月に会社が納付した額を翌月○○日までにパートタイマーに請求するものとし、パートタイマーは会社が指定する日までに支払うものとする。
　（復職後の取扱い）
第７条　１　休業後の勤務は、原則として、休業直前の部署及び職務とする。
　　　　２　１にかかわらず、本人の希望がある場合及び組織の変更等やむを得ない事情がある場合には、部署及び職務の変更を行うことがある。この場合は、休業終了予定日の１か月前（介護休業の場合は２週間前）、までに正式に決定し通知する。
　（年次有給休暇）
第８条　　　年次有給休暇の権利発生のための出勤率算定に当たっては、休業をした日は、出勤したものとみなす。
　（深夜業の制限）
第９条　１　小学校就学の始期に達するまでの子を養育するパートタイマーが当該子を養育するために請求した場合、又は要介護状態にある家族を介護するパートタイマーが当該家族を介護するために請求した場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後10時から午前５時までの間（以下「深夜」という。）に労働させることはない。
　　　　　　ただし、育児・介護休業法第16条の２第１項で規定する者を除く。
　　　　２　制限期間中の賃金については、実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。
　　　　３　深夜業の制限を受けるパートタイマーに対して、会社は必要に応じて昼間勤務へ転換させることがある。
　（短時間勤務）
第10条　１　パートタイマーで１歳に満たない子と同居し、養育する者は、会社に申し出て、パートタイマー就業規則第○条の所定労働時間について、以下のように変更することができる。
　　　　　　所定労働時間を午前○時から午後○時まで（うち休憩時間は、○○時から○○時までの○時間とする。）の○時間とする制度（女性パートタイマーは更に別途30分ずつ２回の育児時間を請求することができる。）
　　　　２　家族を介護するパートタイマーは、会社に申し出て、３か月の範囲内を原則として、パートタイマー就業規則第○条の所定労働時間について以下のように変更することができる。
　　　　　　所定労働時間を午前○時○分から午後○時まで（うち休憩時間は、○○時から○○時○○分までの○分とする。）の○時間とする。
　　　　３　１及び２にかかわらず、日雇パートタイマー及び労使協定により短時間勤務の対象から除外することとされた者は、短時間勤務をすることができない。
　　　　４　本制度の適用を受ける間の賃金については、実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。
　　　　５　賞与は、その算定対象期間に１か月以上本制度の適用を受ける期間がある場合においては、その期間に応じて、１か月ごとに○○％の減額を行うものとする。
　　　　６　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。
　（附　則）
　本規程は、平成○○年○○月○○日から適用する。
	                  育児・介護休業等に関する労使協定例
 　○○○○株式会社と□□□□労働組合は、○○○○株式会社における育児・
介護休業等に関し、次のとおり協定する。
 　（育児・介護休業の申出を拒むことができるパートタイマー）
 第１条　１　会社は、次のパートタイマーから育児休業の申出があったとき
　　　　　　は、その申出を拒むことができるものとする。
 　　　　　一　入社１年未満の者
 　　　　　二　育児休業の申出に係る子の親である配偶者が次のいずれにも該
　　　　　　　当する場合の者
 　　　　　　イ　職業に就いていない者（育児休業、介護休業等育児又は家族
　　　　　　　　介護を行う労働者の福祉に関する法律に基づく育児休業その他
　　　　　　　　の休業により就業していない者を含む。）であること。
 　　　　　　ロ　心身の状況が申出に係る子の養育をすることができる者であ
　　　　　　　　ること。
 　　　　　　ハ　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産す
　　　　　　　　る予定でないか、又は産後８週間以内でない者であること。
 　　　　　　ニ　申出に係る子と同居している者であること。
 　　　　　三　申出の日から１年以内に雇用関係が終了することが明らかな者
 　　　　２　会社は、次の一号、又は二号に掲げるパートタイマーから介護休
　　　　　　業の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとす
　　　　　　る。
 　　　　　一　入社１年未満の者
 　　　　　二　申出の日の翌日から３か月以内に雇用関係が終了することが明
　　　　　　　らかな者
 　（育児・介護短時間勤務の申出を拒むことができるパートタイマー）
 第２条　１　会社は、前条第１項の一号又は二号に掲げるパートタイマーから
　　　　　　育児短時間勤務の申出があったときは、その申出を拒むことができ
	

	　　　　　　るものとする。
 　　　　２　会社は、入社１年未満のパートタイマーから介護短時間勤務の申
　　　　　　出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。
 　（パートタイマーへの通知）
 第３条　　　会社は、第１条又は第２条の規定によりパートタイマーの申出を
　　　　　拒むときは、その旨をパートタイマーに通知するものとする。
 　（有効期間）
 第４条　　　本協定の有効期間は､平成　年　月　日から平成　年　月　日まで
　　　　　とする。ただし､有効期間満了の１か月前までに、会社、組合いずれ
　　　　　からも申出がないときには、さらに１年間有効期間を延長するものと
　　　　　し、以降も同様とする。
 　　　平成　　年　　月　　日
 　　　　○○○○株式会社　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　　印
 　　　　□□□□労働組合　　　　　　　　執行委員長　　　　　　　　印
 （注）事業場の労働者の過半数で組織する労働組合のない事業場にあっては、
　　従業員代表と協定すること。
	


７　各都道府県において決定されている
地域別最低賃金一覧
地域別最低賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	            　項目
 都道府県名
	  日額（時間額）
	　　 発行年月日
	

	    北　海　道
    青　　　森
    岩　　　手
    宮　　　城
    秋　　　田
	   5,020（628）
   4,757（595）
   4,757（595）
   4,856（607）
   4,757（595）
	     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
	

	    山　　　形
    福　　　島
    茨　　　城
    栃　　　木
    群　　　馬
	   4,758（595）
   4,789（600）
   5,092（637）
   5,100（638）
   5,071（635）
	     11．10．1
     11．10．1
　　 11． 9．30
     11．10．1
     11．10．1
	

	    埼　　　玉
    千　　　葉
    東　　　京
    神　奈　川
    新　　　潟
	   5,330（669）
   5,329（667）
   5,514（698）
   5,514（696）
   5,049（632）
	     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
　　 11． 9．30
	

	    富　　　山
    石　　　川
    福　　　井
    山　　　梨
    長　　　野
	   5,076（635）
   5,083（636）
   5,055（632）
   5,091（638）
   5,084（636）
	     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
	

	    岐　　　阜
    静　　　岡
	   5,262（658）
   5,286（662）
	     11．10．1
     11．10．1
	

	    愛　　　知
    三　　　重
    滋　　　賀
	   5,368（671）
   5,260（658）
   5,120（640）
	     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
	

	    京　　　都
    大　　　阪
    兵　　　庫
    奈　　　良
    和　歌　山
	   5,330（668）
   5,514（695）
   5,311（666）
   5,085（638）
   5,082（635）
	     11．10．1
　　 11． 9．30
　　 11． 9．30
     11．10．1
     11．10．1
	

	    鳥　　　取
    島　　　根
    岡　　　山
    広　　　島
    山　　　口
	   4,793（600）
   4,779（598）
   5,041（631）
   5,059（633）
   5,014（627）
	     11．10．1
　　 11． 9．30
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
	

	    徳　　　島
    香　　　川
    愛　　　媛
    高　　　知
    福　　　岡
	   4,813（602）
   4,849（608）
   4,813（602）
   4,807（601）
   5,066（634）
	     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
	

	    佐　　　賀
    長　　　崎
    熊　　　本
    大　　　分
    宮　　　崎
	   4,756（595）
   4,758（595）
   4,759（595）
   4,757（595）
   4,756（595）
	     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
     11．10．1
	

	    鹿　児　島
    沖　　　縄
	   4,758（595）
   4,757（595）
	     11．10．1
     11．10．1
	


８　特例事業場労働時間短縮奨励金
　労働基準法施行規則により、週46時間労働制が適用されている事業場（以下「特例事業場」といいます。）の事業主が、平成13年３月31日までに、省力化投資、常用労働者の新規雇入れ又は労働時間制度の改善についてのコンサルタントの活用を行い、就業規則その他これに準ずるもの（以下「就業規則等」といいます。）を変更し、週所定労働時間を１時間以上短縮して44時間以下とした場合に、一定の助成を行う制度です。
（１）支給対象となる方
　　　この奨励金は、次のすべてに該当する事業主に対して支給されます。
　　　①　労働者災害補償保険の適用事業の事業主であること。
　　　②　特例事業場（下表に該当する業種及び規模の事業場）の事業主であること。
	            業　　　　　種
	 常時使用する労働者の数
	

	             商　　　　業
（物品の販売、配給、保管若しくは賃貸又は理
 美容の事業）
	    　　１～９人
	

	             映画・演劇業
（映画の映写、演劇その他興行の事業）
	　　　　１～９人
	

	              保健衛生業
（病者又は虚弱者の治療、看護その他保健衛生
 の事業）
	      　１～９人
	

	              接客娯楽業
（旅館、料理店、飲食店、接客業又は娯楽場の
 事業）
	      　１～９人
	


　　　③　次に掲げる労働時間等に関する事項が就業規則等において定められていること。
　　　　イ　始業及び終業の時刻
　　　　ロ　休憩時間
　　　　ハ　休日
　　　　ニ　休暇
　　　　ホ　労働者を２組に分けて交替に就業させる場合においては就業時転換
　　　④　次のいずれにも該当する事業の事業主であること。
　　　　イ　平成13年３月31日までに就業規則等を変更して週所定労働時間を１時間以上短縮して44時間以下とした事業主
　　　　ロ　週所定労働時間の短縮のために、平成11年４月１日以後、次のいずれかの措置を完了した事業主
　　　　　●　省力化投資の措置
　　　　　　　150万円以上の省力化投資を行うこと（リースによることも可能ですが、この場合は、３年間の所要額。）。
　　　　　●　雇入措置
　　　　　　　新たに１人以上の常用労働者を雇い入れること（６か月間雇用を維持し、常用労働者数が増加した場合に限ります。）。
　　　　　●　コンサルタント活用措置
　　　　　　　労働時間制度の改善についての専門家（社会保険労務士及び中小企業診断士）からの助言・技術的援助を受けること。
（２）支給額
　　　支給額は、次のとおりです。
	   措　　置　　の　　内　　容
	   支　　　　　給　　　　　額
	

	　　　　省力化投資の措置
	           　　50万円
	

	         eq \o\ad(雇入措置,　　　　　　　　　　　　　　)
	           　　50万円
	

	     コンサルタント活用措置
	　コンサルタント活用措置に要した
　費用の額（上限10万円）
	


          （注）「省力化投資の措置」及び「雇入措置」を行った事業主については、い
　　　　　　　　ずれか一方の措置に限り奨励金が支給されます。
別冊
パートタイマー
モデル就業規則
（就業条件の基本事項）
使用上の注意
　１　このモデル就業規則別冊は、就業規則作成、届出の義務が課せられていない労働者数10人未満の小規模の事業場におけるパートタイマーを対象として作成してあります。各条文は、これらの事業場で就業規則を作成する場合でも最小限記載する必要があると考えられる条文で構成してあります。
　２　このモデル就業規則別冊を利用する場合は、各条文の趣旨等具体的な内容は、モデル就業規則の関係条文の説明を参照してください。
　３　利用に当たっては、事業場における実態と各条文とを比較検討し、実態と条文の間に違いのないように気をつけ、実態に応じて条文を修正の上利用してください。
　４　就業規則作成に当たっては、指定集団担当の就業規則普及指導員とご相談ください。
　パートタイマー就業規則（就業条件の基本事項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業場名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　) 　　　　　　　　　　　　　
　（目　的）
第１条　１　この就業規則（以下「規則」という。）は、パートタイマーの労働条件、服務規律その他の就業に関する事項を定めるものである。
　　　　２　この規定に定めのない事項については、労働基準法、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女性労働者の福祉の増進に関する法律、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律その他の法令の定めるところによる。
　（規則の遵守）
第２条　　　会社及びパートタイマーは、ともにこの規則を守り、相協力して業務の運営に当たらなければならない。
　（採用手続き及び労働条件の明示）
第３条　１　会社は、就職希望者のうちから選考して採用する。パートタイマーに採用された者は、採用の日から14日間を試用期間とし、会社が指定する書類を採用日から　　　週間以内に提出しなければならない。
　　　　２　会社は、パートタイマーとの労働契約の締結に際しては、採用時の賃金、就業場所、従事する業務、労働時間、休日、その他の労働条件を明らかにするための労働条件通知書及びこの規則を交付して労働条件を明示するものとする。
　（服　務）
第４条　　　パートタイマーは、会社の指示命令を守り、職務上の責任を自覚し、誠実に職務を遂行するとともに、職場の秩序の維持に努めなければならない。
　（労働時間及び休憩時間）
第５条　　　始業・終業の時刻及び休憩時間は、次のとおりとする。ただし、業務の都合その他やむを得ない事情により、これらを繰り上げ、又は繰り下げることがある。
	          始業、終業時間
	             休憩時間
	

	   始業　　午前　　　時　　　分
   終業　　午前　　　時　　　分
	　　　　　　　　時　　　分から
　　　　　　　　時　　　分まで
	


　（休　日）
第６条　１　休日は、次のとおりとする。
　　　　　①　日曜日及び土曜日
　　　　　②　会社が指定する日
　　　　２　業務の都合により必要やむを得ない場合には、あらかじめ前項の休日を他の日と振り替えることがある。
　（年次有給休暇）
第７条　１　各年次ごとに所定労働日の８割以上出勤したパートタイマーで、週所定労働時間が30時間未満であり、週所定労働日数が４日以下又は年間所定労働日数が216日以下の者に対しては、次の表のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	 週 所 定
 労働日数
	１年間の所定
  eq \o\ad(労働日数,　　　　　　　　　)
	                  勤　続　年　数
	

	
	
	６か月
	 １年
６か月
	 ２年
６か月
	 ３年
６か月
	 ４年
６か月
	 ５年
６か月
	 ６年
６か月
 以上
	

	   ４日
	 169～216日
	 ７日
	 ８日
	 ９日
	 10日
	 12日
	 13日
	 15日
	

	   ３日
	 121～168日
	 ５日
	 ６日
	 ６日
	 ７日
	 ９日
	 10日
	 11日
	

	   ２日
	　73～120日
	 ３日
	 ４日
	 ４日
	 ５日
	 ６日
	 ６日
	 ７日
	

	   １日
	　 48～72日
	 １日
	 ２日
	 ２日
	 ２日
	 ３日
	 ３日
	 ３日
	


　　　　　　ただし、平成11年４月から平成13年３月までの間は、次のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。
　　　（１）平成11年４月から平成12年３月まで
	週所定労
 働日数
	１年間の所定
  労働日数
	                  勤　続　年　数
	

	
	
	6か
月
	１年
6か
月
	２年
6か
月
	３年
6か
月
	４年
6か
月
	５年
6か
月
	６年
6か
月
	７年
6か
月
	８年
6か
月
	９年
6か
月
以上
	

	  ４日
	 169～216日
	７日
	８日
	９日
	10
日
	11
日
	12
日
	12
日
	13
日
	14
日
	15
日
	

	  ３日
	 121～168日
	５日
	６日
	６日
	７日
	８日
	９日
	９日
	10
日
	10
日
	11
日
	

	  ２日
	　73～120日
	３日
	４日
	４日
	５日
	５日
	６日
	６日
	６日
	７日
	７日
	

	  １日
	　 48～72日
	１日
	２日
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日
	３日
	３日
	


　　　（２）平成12年４月から平成13年３月まで
	 週所定労
 働日数
	１年間の所定
  労働日数
	                勤　続　年　数
	

	
	
	6か月
	１年
6か月
	２年
6か月
	３年
6か月
	４年
6か月
	５年
6か月
	６年
6か月
	７年
6か月
	８年
6か月
以上
	

	  ４日
	 169～216日
	７日
	８日
	９日
	10日
	12日
	12日
	13日
	14日
	15日
	

	  ３日
	 121～168日
	５日
	６日
	６日
	７日
	９日
	９日
	10日
	10日
	11日
	

	  ２日
	　73～120日
	３日
	４日
	４日
	５日
	６日
	６日
	６日
	７日
	７日
	

	  １日
	　 48～72日
	１日
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日
	３日
	３日
	


　　　　２　各年次ごとに全労働日の８割以上出勤したパートタイマーで､前項に該当しない者のうち、週所定労働時間が30時間以上の者及び週所定労働日数が４日又は年間所定労働日数が216日を超える者に対しては、次の表のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	 勤続年数
	 ６か月
	  １年
 ６か月
	  ２年
 ６か月
	  ３年
 ６か月
	  ４年
 ６か月
	  ５年
 ６か月
	  ６年
 ６か月
  以上
	

	 付与日数
	  10日
	  11日
	  12日
	  14日
	  16日
	  18日
	  20日
	


　　　　　　ただし、平成11年４月から平成13年３月までの間は、次のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	    勤続年数
	6か月
	１年
6か月
	２年
6か月
	３年
6か月
	４年
6か月
	５年
6か月
	６年
6か月
	７年
6か月
	８年
6か月
	９年
6か月
以上
	

	付
与
日
数
	平成11年4月
から
平成12年3月
まで
	 10日
	 11日
	 12日
	 14日
	 15日
	 16日
	 17日
	 18日
	 19日
	 20日
	

	
	平成12年4月
から
平成13年3月
まで
	 10日
	 11日
	 12日
	 14日
	 16日
	 17日
	 18日
	 19日
	 20日
	 20日
	


　（基本給）
第８条　①　基本給は時間給とし、本人の経験、年齢、技能、職務遂行能力等を考慮して各人別に決定する。
　　　　②　雇入時の基本給は、労働条件通知書のとおりとする。
　（通勤手当）
第９条　　　通勤手当は、通勤に要する実費を支給する。ただし、支給額は月額　　　円までとする。
　（年次有給休暇の賃金）
第10条　　年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。
　（欠勤等の扱い）
第11条　　欠勤、遅刻、早退及び私用外出の時間数に対する賃金は、支払わないものとする。この場合の時間数の計算は、分単位とする。
　（賃金の計算期間及び支払日）
第12条　　賃金は、毎月　　　日に締切り、翌月　　　日に支払う。ただし、支払日が休日に当たるときはその前日に繰り上げて支払う。
　（賃金の支払いと控除）
第13条　　賃金は、パートタイマーに対し、通貨で直接その全額を支払う。ただし、次に掲げるものは、賃金から控除するものとする。
　　　　　①　源泉所得税
　　　　　②　住民税
　　　　　③　健康保険及び厚生年金保険の保険料の被保険者負担分
　　　　　④　雇用保険の保険料の被保険者負担分
　　　　　⑤　従業員代表との書面による協定により賃金から控除することとしたもの
　（昇　給）
第14条　　昇給は、基本給について毎年　　　月　　　日をもって行うこととし、昇給額は、パートタイマーの勤務成績等を考慮して、各人ごとに決定する。ただし、会社の業績に著しい低下その他やむを得ない事由がある場合にはこの限りではない。
　（退　職）
第15条　１　労働契約の期間が満了したとき
　　　　 ２　退職を申し出て会社から承認されたとき、又は退職の申出をしてからして  14日を経過したときは退職とする。
　（解　雇）
第16条　　パートタイマーが次のいずれかに該当するときは、第３条で定める14日間の試用期間を除き、30日前に予告して解雇するものとする。
　　　　　①　勤務成績又は業務能率が著しく不良で、従業員としてふさわしくないと認められたとき
　　　　　②　会社内での刑法犯に該当する行為があったとき、また素行不良で、パートタイマーとしてふさわしくないと認められたとき
　　　　　③　精神又は身体の障害により、業務に耐えられないと認められとき
　　　　　④　事業の縮小、その他事業の運営上やむを得ない事情により、パートタイマーの減員が必要となったとき
　　　　　⑤　その他前各号に準ずるやむを得ない事情があるとき
附　　則
　　　　　　この規則は、平成　　　年　　　月　　　日から施行する。
労働条件通知書
	                                                    　　　　　　　　　　  年　　月　　日
 　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　事業場名称・所在地
　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(使用者職氏名,　　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	  eq \o\ad(契約期間,　　　　　　　　　)
	 期間の定めなし、期間の定めあり（ 　　年　 月 　日～　 　年 　月 　日）
	

	 就業の場所
	
	

	 従事すべき
 業務の内容
	
	

	 始業、終業
 の時刻、休
 憩時間、就
 業時転換
 ((1)～(5)の
 うち該当す
 るもの一つ
 に○を付け
 ること。)､
 所定時間外
 労働の有無
 に関する事
 項
	 1　始業・終業の時刻等
　(1) 始業（　　時　　分）終業（　　時　　分）
　【以下のような制度が労働者に適用される場合】
　(2) 変形労働時間制等；(　) 単位の変形労働時間制・交替制として、
　　次の勤務時間の組み合わせによる。
         始業 (　　時　　分) 終業 (　　時　　分)(適用日　　　　　　)
         始業 (　　時　　分) 終業 (　　時　　分)(適用日　　　　　　)
         始業 (　　時　　分) 終業 (　　時　　分)(適用日　　　　　　)
　(3)　ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。
　　　　　　　　　　　　　（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 　時 　分から
　　　　　　　　　　　　　　時 　分、（終業） 　時 　分から 　時 　分、
　　　　　　　　　　　　　　ｺｱﾀｲﾑ 　時 　分から 　時 　分）
　(4)　事業場外みなし労働時間制；始業（　 時 　分）終業（ 　時 　分）
　(5)　裁量労働制；始業（　　時　　分）終業（　　時　　分）を基本とし、労働者
　　 の決定に委ねる。
	

	
	 ○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条、第　条～第　条
 2　休憩時間（　　　　）分
 3　所定時間外労働（　有（１週　時間、１か月　時間、１年　時間），無）
 4　休日労働（有（１か月）　　日、１年　　日）、無）
	

	 休　　　日
	・定例日；毎週　曜日、国民の祝日、その他（　　　　　　　　　　　　　　　 　）
・非定例日；週・月当たり　日、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）
・１年単位の変形労働時間制の場合－年間　日
（勤務日）
 毎週（　　　　　　 ）、その他（　　　　　　　 ）
 ○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条
	

	 休　　　暇
	 1　年次有給休暇　６か月継続勤務した場合→　　　日
　　　　　　　　　継続勤務６か月以内の年次有給休暇（有　，無)
　　　　　　　　　→　　か月経過で　　日
 2　その他の休暇　有給（　　　　　　　　　　 　）
　　　　　　　　　無給（　　　　　　　　　　 　）
 ○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条
	


（次頁に続く）
	 賃　　　金
	 1　基本賃金　イ　月給 (　　　　　円)、ロ　日給 (　　　　　　 円)
　　　　　　　ハ　時間給 (　　　　円)、
　　　　　　　ニ　出来高給 (基本単価　　　　円、保障給　　　　円)
　　　　　　　ホ　その他 (　　　　円)
　　　　　　　ヘ　就業規則に規定されている賃金等級等
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 2　諸手当の額又は計算方法
　　イ（　　手当　　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　　　 　　　）
　　ロ（　　手当　　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　　　 　　　）
　　ハ（　　手当　　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　　　 　　　）
　　ニ（　　手当　　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　　　 　　　）
 3　所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率
　　イ　所定時間外　法定超（　　）％、所定超（　　）％、
　　ロ　休日　法定休日（　　）％、法定外休日（　　）％、
　　ハ　深夜（　　）％
 4　賃金締切日（　　）―毎月　日、（　　）―毎月　日
 5　賃金支払日（　　）―毎月　日、（　　）―毎月　日
	

	
	
	
	
	

	
	
	 6　労使協定に基づく賃金支払時の控除（無　，　有（　　　　　　　　　））
 7　昇給（時期等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
 8　賞与（　有（時期、金額等　　　　　　　　　　　　　　　　 　），無 ）
 9　退職金（　有（時期、金額等　　　　　　　　　　　　　　　 　），無 ）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	 退職に関す
 る事項
	 1　定年制（　有（　　歳），　無 ）
 2　自己都合退職の手続（退職する　　日以上前に届け出ること）
 3　解雇の事由及び手続
	

	
	  〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  〕
 ○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条
	

	  eq \o\ad(その他,　　　　　　　　　)
	 ・社会保険の加入状況（厚生年金　健康保険　厚生年金基金
　　　　　　　　　　　 その他（ 　　　）
 ・雇用保険の適用（　有 ，　無　）
 ・その他
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	 ・具体的に適用される就業規則名（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	


※　本通知書の交付は、労働基準法第15条に基づく労働条件の明示及び短時間労働者の雇用管理の改善
　等に関する法律第６条に基づく文書（雇入通知書）の交付を兼ねるものであること。
